
平成27年１月16日 

各 位 

会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 

代 表 者 名 代表取締役社長 長野 成晃 

 （コード：3731 東証マザーズ） 

問い合せ先 人 事 法 務 部  法 務 広 報 課  

 （ T E L： 0 2 2 - 7 2 2 - 0 3 3 3）  

 

（訂正）「平成 23年 10 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、本日付「有価証券報告書等の訂正報告書および平成 27年３月期第４四半期報告書

の提出ならびに過年度決算短信等に関するお知らせ」においてお知らせいたしましたとおり、

社内調査委員会による調査の結果、当社における不適切な取引および訂正の対象となり得る

会計処理が判明したことを受けて、決算短信等の訂正を行いましたので、下記のとおりお知

らせいたします。 

なお、最初に訂正箇所の主な内容を記載したうえで、訂正後の全文を添付して該当箇所下

線を付して表示するとともに、参考として訂正前の全文を添付しております。 

今般、不適切な会計処理を未然に防止できず、株主様、投資家様及び関係者の皆様には、

多大なるご迷惑とご心配をおかけいたしますことを深くお詫び申し上げます。 

記 

１．訂正を行う決算短信等 

  決算短信等の名称  平成 23年 10月期決算短信〔日本基準〕（連結） 

  決算短信等の公表日 平成 23年 12月 26日 

 

２．訂正の主な内容等 

   訂正前 訂正後 影響額 

平成 23年 10月期 

(第 19期)通期 

 

売上高 13,774 13,774 ― 

営業利益 461 461 ― 

経常利益 273 273 ― 

当期純利益 223 213 △10 

総資産 6,294 6,284 △10 

純資産 2,123 2,113 △10 

       

以上 

 



  

平成23年12月26日

  

  

  
  

  

  

  

  

  

  平成23年10月期 決算短信〔日本基準〕(連結)   
 

上 場 会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 上場取引所 東 
 

コ ー ド 番 号 3731 URL http://www.keiozu.co.jp 
 

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)佐々木 英輔   
問合せ先責任者 (役職名)管理部副部長 (氏名)石原 瑞樹 TEL (022)722－0333 
 

定時株主総会開催予定日 平成24年1月30日 配当支払開始予定日 平成24年1月31日 

有価証券報告書提出予定日 平成24年1月30日     
 

  (百万円未満切捨て)
 

１．平成23年10月期の連結業績（平成22年11月1日～平成23年10月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年10月期 13,774 19.6 461 6.5 273 △13.3 213 △48.7 
22年10月期 11,517 △3.3 433 9.4 315 △16.2 416 △27.9 

 

(注) 包括利益 23年10月期 212百万円 (△49.3％)   22年10月期 419百万円 (△23.8％)
 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

23年10月期 3,890 60 ―   10.6 4.6 3.3 
22年10月期 7,602 96 ―   24.8 5.7 3.8 

 

(参考) 持分法投資損益 23年10月期 ― 百万円   22年10月期 ― 百万円
 

（２）連結財政状態  
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年10月期 6,284 2,113 33.6 38,382 80 
22年10月期 5,685 1,928 33.8 35,005 65 

 

(参考) 自己資本 23年10月期 2,109百万円   22年10月期 1,923百万円
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況  
 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

23年10月期 500 △129 △342 697 

22年10月期 569 △181 △178 669 
 

２．配当の状況

  年間配当金 配当金総額 
(合計) 

配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結)   第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

22年10月期 ―   ―   ―   500 00 500 00 27 6.5 1.4 

23年10月期 ―   ―   ―   500 00 500 00 27 12.9 1.4 

24年10月期(予想) ―   ―   ―   500 00 500 00 27 6.9   
 

３．平成24年10月期の連結業績予想（平成23年11月1日～平成24年10月31日）

  (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期 
連結累計期間 

6,600 2.7 200 1.9 170 48.9 160 △43.1 2,911 16 

通 期 14,000 1.6 500 8.4 455 66.6 435 103.4 7,914 70 
 



  

  

  

  
（２）個別財政状態 

  
※ 監査手続の実施状況に関する開示 

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 
  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無 

  新規  ― 社 (            )、除外 ― 社 (            ) 
 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

 ② ①以外の変更 ： 無 
 

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年10月期 56,146株 22年10月期 56,146株 

② 期末自己株式数 23年10月期 1,185株 22年10月期 1,185株 

③ 期中平均株式数 23年10月期 54,961株 22年10月期 54,797株 
 

(参考) 個別業績の概要
１．平成23年10月期の個別業績（平成22年11月1日～平成23年10月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年10月期 566 △19.1 230 △46.3 69 △83.2 99 ― 
22年10月期 700 18.9 429 32.5 413 27.2 △356 ― 

 

  １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
  円 銭 円 銭 

23年10月期 1,809 15 ―   

22年10月期 △6,504 57 ―   
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年10月期 3,743 2,257 60.3 41,052 69 

22年10月期 3,618 2,186 61.6 39,757 05 
 

(参考) 自己資本 23年10月期 2,256百万円   22年10月期 2,185百万円
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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(連結経営成績サマリー) 

(百万円未満切捨て) 

  

(当期の経営成績) 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災による被害が広範囲に及び、製造業を中心に景

況の悪化がみられましたが、サプライチェーンの復旧や復興需要の高まりにより景気持ち直しの動きも

見られます。しかしながら、原発問題の長期化や円高の進行、国際経済への懸念など先行きは依然不透

明な状況が続いております。 

このような状況のなか、当社グループは以下の事項に注力いたしました。 

① スマートフォン需要の拡大を見据えた人材投資（採用、教育） 

② グループ内資産運用の効率化 

③ テレマーケティング事業部の人員拡大による被災地域雇用創出支援 

その成果として、移動体通信店舗事業においてはスマートフォンの販売台数の増加によって前年を超

える売上高及び営業利益を記録しました。また、テレマーケティング事業においても稼動人員数が着実

に増加し、次年度の更なる収益拡大に向けた環境が整ってきております。 

この結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は13,774百万円（前期比19.6％増）、営業

利益は461百万円（前期比6.5％増）、経常利益は273百万円（前期比13.3％減）、当期純利益は213百万

円（前期比48.7％減）となりました。経常利益および当期純利益の減少につきましては、主に過年度財

務諸表の修正にかかる営業外費用および特別損失の計上によるものであります。なお、平成23年10月期

の期末配当につきましては、当初予定通り１株あたり500円とさせていただいております。 

また、当社において不適切な取引及び会計処理が過去複数年度にわたり行われていたことが判明した

ことから、平成23年12月22日付で平成18年10月期から平成23年10月期第３四半期までの決算について、

金融商品取引法に基づき訂正を行っております。過年度訂正に関わる影響としては、役員および役員保

有会社に対する金銭債権への貸倒引当金繰入額として営業外費用に145百万円を計上し、また、第三者

調査委員会費用、訂正監査費用、課徴金引当等を不正関連損失として特別損失に181百万円を計上して

おります。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

  平成22年10月期 平成23年10月期 増減額 増減率 

売上高 11,517百万円 13,774百万円 2,257百万円 19.6％ 

営業利益 433百万円 461百万円 28百万円 6.5％ 

経常利益 315百万円 273百万円 △41百万円 △13.3％ 

当期純利益 416百万円 213百万円 △202百万円 △48.7％ 

１株当たり当期純利益 7,602.96円 3,890.60円 △3,712.36円 △48.8％ 
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事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信業界では、魅力的なスマートフォンが相次いで発売され人気を博すとともに、タブレット

端末やデータ通信端末の需要が顕在化し個人の複数台所有から市場拡大が進んでおります。 

このような事業環境の中、当社グループが事業活動を展開しております東北地方では、３月11日に東

日本大震災が発生し、一部店舗で建物や什器損壊及び原発問題による休業（２店舗）などの被害が発生

いたしました。しかしながら、携帯電話はお客様に必要不可欠なツールとの思いから早期に営業を再開

し震災復興需要の下支えを受けながら、スマートフォンの拡販を中心に、データ通信端末などの販売に

注力した結果、売上高は13,132百万円（前期比21.1％増）、営業利益は621百万円（前期比20.2％増）

となりました。 

当連結会計年度においては、青森県のソフトバンクつがる柏店を開設し、秋田県のソフトバンク横手

駅前店を新規に取得したほか、福島県のａｕショップ（いわき湯本店）において店舗リニューアルを実

施しました。また、平成23年12月にも、宮城県でソフトバンク石巻大街道店の移転・リニューアルを行

っております。 

 当連結会計年度における直営店舗数につきましては以下の通りとなります。 

 （注）上記の当期における変動数の他に、東日本大震災および原発事故の影響によりdocomoショップ１

店舗、併売店１店舗の営業を休止しております。 

  

② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業につきましては、震災による地元地域への架電制限等の一時的な影響はあっ

たものの、架電エリアの変更等の対応を行い、営業利益面においては計画通りに推移してまいりました

が、当第３四半期連結会計期間にコミッションの減少が発生しました。その結果、売上高は353百万円

（前期比32.8％減）、営業利益は85百万円（前期比16.1％増）となっております。 

なお、被災地地元企業として、雇用面において一人でも多く被災者の方の生活安定に貢献できるよ

う、積極的な採用募集活動を行っております。また、保険代理店として、アメリカンファミリー生命保

険会社と協力し、被災地域への復興支援を行うため、”We are one family”活動に参加しておりま

す。 

  

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、震災の後、主要施設におきまして安全確保のために一部営業を見合

わせ、施設の点検、整備を行っております。 

震災の影響により売上高は56百万円（前期比47.3％減）、営業利益は12百万円（前期比32.1％減）と

なっておりますが、不動産事業の連結業績全体に与える影響は軽微であります。 

・売上高 13,132百万円 (前期比 21.1％増) 

・営業利益 622百万円 (前期比 20.2％増) 

 

  
ソフトバンク 

ショップ 
ａｕ 

ショップ 
docomo 
ショップ 

併売店 合計 

前期末店舗数 31 13 2 4 50 

当期における変動数 2 ― ― △1 1 

当期末店舗数 33 13 2 3 51 
 

・売上高 353百万円 (前期比 32.7％減) 

・営業利益 85百万円 (前期比 16.1％増) 

 

・売上高 56百万円 (前期比 47.3％減) 

・営業利益 12百万円 (前期比 32.1％減) 
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④ その他 

ソーシャルアプリ事業では、平成23年６月より「ドラグーン・アリーナ」の提供を開始しておりま

す。 

介護事業では、平成23年８月に介護予防通所介護施設「ライフクオリティ 鈎取」を開所いたしまし

た。 

通信回線サービス契約受付事業については、震災で被災した地域の住民の皆様に配慮し、4月以降の

営業活動を自粛しております。 

この結果、売上高は232百万円（前期比519.6％増）、営業損失は114百万円（前期比－）となりまし

た。新規事業であるため、開発、準備の費用が先行して発生しておりますが、売上高、営業損益ともに

当初計画の範囲内で推移しております。 

  

(次期の見通し) 

① 移動体通信事業 

移動体通信事業におきましては、携帯電話市場が成熟期に入るなかでの継続的成長を達成して東日本

トップ代理店となることを目標とし、ステークホルダーとの共栄に努めてまいります。引き続き市場の

伸びが期待されるスマートフォン、タブレット端末等の付加価値の高い商品の販売比率が増加するとと

もに、オプション商品の販売に注力することにより、次期の見通しといたしましては、売上高は13,200

百万円、営業利益は678百万円を見込んでおります。なお、次期以降も引き続き、積極的な既存店舗の

リニューアル・リプレイスおよび新規出店の検討を計画しております。 

② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業におきましては、安定的に収益を確保しつつ、人員の拡大およびオペレータ

ーの育成に一層注力することにより売上・収益の拡大に努めてまいります。次期の見通しにつきまして

は、売上高500百万円、営業利益130百万円を見込んでおります。 

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、震災によって損壊した部分の点検、整備を行った上で、テナントの

誘致に勤めてまいります。次期見通しにつきましては、売上高は20百万円、営業利益は１百万円を見込

んでおります。 

④ その他 

その他事業につきましては、前期に引き続きグループ経営の中核となり得る事業の選択と規模の拡大

に努めてまいります。次期見通しにつきましては、売上高は280百万円、営業利益は△20百万円を見込

んでおります。 

  

以上により、平成24年10月期の連結業績は、売上高は14,000百万円、営業利益は500百万円、経常利

益は455百万円及び当期純利益は435百万円を予想しております。 

  

・売上高 232百万円 (前期比 519.6％増) 

・営業利益 △114百万円 (前期比  ―  ) 

 

株式会社京王ズホールディングス（3731）　平成23年10月期　決算短信

4



  

① 資産、負債及び純資産の状況 

(百万円未満切捨て) 

当連結会計年度末における資産の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動資産は667百万円増加

して2,820百万円、固定資産は68百万円減少して、3,464百万円となりました。これは主に現預金及び売

掛金の増加並びにのれん、繰延税金資産の増加及び減価償却費の計上によるものであります。その結

果、総資産額は598百万円増加し6,284百万円となりました。 

負債の状況は、流動負債が739百万円増加し3,045百万円、固定負債は326百万円減少し1,124百万円と

なりました。これは主に長期借入金への借換え及び借入金の返済によるものであります。その結果、負

債総額は413百万円増加し4,170百万円となりました。 

純資産の状況は、185百万円増加し2,113百万円となりました。これは主に当期純利益の計上によるも

のであります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と

比較して28百万円増加して697百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比べて69百万円減少し、500百万円（前期比

12.2％減）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の減少によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて51百万円減少し、129百万円（前期比

28.3％減）となりました。これは前連結会計年度は子会社株式の取得があったためです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて164百万円増加し、342百万円（前期比

92.2％減）となりました。これは主に借入金の返済によるものであります。 

（２）財政状態に関する分析

  平成22年10月期末 平成23年10月期末 増減額 

資産合計 5,685百万円 6,284百万円 598百万円 

負債合計 3,757百万円 4,170百万円 413百万円 

純資産合計 1,928百万円 2,113百万円 185百万円 

自己資本比率 33.8％ 33.6％ △0.2％ 

１株当たり純資産 35,005.65円 38,382.79円 3,377.14円 
 

  
平成22年10月期 

(平成21年11月１日～ 
平成22年10月30日) 

平成23年10月期 
(平成22年11月１日～ 
平成23年10月30日) 

増減額 

  
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

569百万円 500百万円 △69百万円 

  
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△181百万円 △129百万円 51百万円 

  
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△178百万円 △342百万円 △164百万円 

現金及び現金同等物の 
増減額 

210百万円 28百万円 △182百万円 

連結範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の
増減額 

13百万円 ―百万円 △13百万円 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

669百万円 697百万円 28百万円 
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注)１．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  ３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  ４．有利子負債は、連結貸借対照表に記上されている負債のうち利子を支払って 

    いる全ての負債を対象としております。 

  

当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の最重要課題の一つであると認識しております。配当金

につきましては、業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財務状況等を総合的に勘案したうえで

実施することを基本方針としており、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、経営体質および事

業の強化のため必要な内部留保を確保しつつ、実績に裏づけされた利益還元を行ってまいります。 

このため当期の配当金は１株500円（連結配当性向12.3％）の配当を予定しております。 

また、次期の配当につきましては、500円を予定しております。 

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めており、

毎事業年度における配当は、期末と中間の２回行うことができることとしております。これらの剰余金

の配当については、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会を決定機関としております。 

  

該当事項はありません。 

  
平成19年 
10月期 

平成20年 
10月期 

平成21年 
10月期 

平成22年 
10月期 

平成23年 
10月期 

自己資本比率(％) 7.7 14.1 27.6 33.8 33.6 

時価ベースの自己資本比率(％) 23.0 7.7 33.8 25.9 17.8 

キャッシュ・フロー 
対有利子負債比率(％) 

― 558.9 411.9 409.3 404.9 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍) 

― 6.2 9.3 10.9 11.1 
 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）継続企業の前提に関する重要事象等
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当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。従いまして、当社はこれらリスク発生の可能性を認識したうえで発生の回避及び発生し

た場合の対応に努める方針であります。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、決算短信提出日現在において当社グループが判断した

ものであり、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

（全般） 

当社は、平成23年８月９日付の「不適切な取引及び会計処理の全容判明に向けた第三者調査委員会の

設置に関するお知らせ」で公表致しましたとおり、第三者調査委員会を設置し、同委員会から受領した

中間報告の内容を受けて、過年度の有価証券報告書等を訂正することになりました。それに伴い、株式

会社東京証券取引所より、「有価証券上場規程施行規則第605条第１項第14号（虚偽記載）」に該当す

るおそれがあることから、投資者の注意を喚起するため、平成23年10月４日より監理銘柄（審査中）に

指定されております。 

今後、株式会社東京証券取引所の審査結果いかんによっては、訂正の内容が重大であると認められ上

場廃止基準に該当する可能性があります。 

当社の株式が上場廃止となった場合には、当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態及び経営

成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（移動体通信店舗事業） 

① 受取手数料について 

移動体通信機器の販売代理店事業では、市場の成熟、個人消費の低迷等により厳しさが増しておりま

す。販売代理店事業では、移動体通信キャリアが提供する移動体通信サービスへの加入契約や修理業務

等の取次ぎを行うことにより手数料を収受しており、移動体通信キャリアの事業方針等の大幅な取引条

件の変更等が生じた場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

また、今後の新たな料金プラン等の設定によるインセンティブ体系の変更も、同様に重大な影響を及

ぼす可能性があります。 

  

② 受取手数料について 

移動体通信機器の販売については、携帯電話普及率の上昇により新規契約の獲得競争が激しくなって

おります。また、個人消費動向や、高機能・高付加価値な端末の販売や割賦販売制度によりユーザーの

買い替えサイクルが長期化しております。これらの傾向がさらに顕著になった場合には、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 移動体通信事業における競合について 

移動体通信業界は、業界の成熟とともに移動体通信機器及びサービスの販売競争はますます激化して

おります。当社は、移動体通信キャリアと移動体通信サービスの代理店契約を締結しておりますが、同

様に移動体通信キャリアと直接契約を締結している代理店は全国に多数あります。従いまして、今後の

他社との競争状況及び業界内の再編状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

④ 法的規制について 

顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおりますが、不測の事態により顧

客情報に係る紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼の失墜、損害賠償請求等によ

り、財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（５）事業等のリスク
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（テレマーケティング事業） 

① 受取手数料について 

医療保険等第三分野の保険加入契約の取次ぎを行うことにより、その対価として手数料を収受してお

りますが、受取手数料の金額、支払対象期間、顧客の払込保険料に対する割合等の取引条件について、

保険会社の事業方針等の大幅な変更が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

② テレマーケティング事業の事業展開について 

保険会社から業務委託を受け、保険加入率の向上等の営業努力を行っておりますが、保険事業の受注

は、当該保険会社の営業政策の変更により影響を受ける可能性があります。また、その保険会社及び取

扱商品等に対する風評により、新規保険契約数、保有保険契約の継続率等に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

③ 法的規制について 

保険の募集事業については、保険事業法の規制を受けており、当社は、保険会社の一次代理店として

登録し、保険募集人資格を有する社員が、コールセンターで保険契約の募集を行っております。又、加

入契約者の個人情報及び顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおります

が、不測の事態により情報の紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼性の失墜、損害

賠償請求等により、重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（不動産賃貸事業） 

① 不動産賃貸事業の事業展開について 

いずみパワーモール等の所有不動産のテナントからの賃貸収入を得ておりますが、空きスペースへの

テナント募集が予定どおり進捗しない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 自然災害等について 

不動産賃貸事業における物件は宮城県に展開しており、宮城県沖地震等の大規模災害が発生した場合

は、当社グループの財政状態及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（介護事業） 

① 介護保険法について 

介護事業におきましては、介護保険収入への依存度が高いため、介護保険に関する制度の変更により

介護サービスに関する規制、介護報酬額、要介護度に応じた支給限度額等が変更された場合、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 介護スタッフの確保について 

介護施設の展開については、介護スタッフの確保が必要でありますが、必要とする人材が適時確保で

きない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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当社の企業集団は、当社（株式会社京王ズホールディングス）、連結子会社８社（株式会社京王ズコ

ミュニケーション、株式会社ＩＪＴ、株式会社ハーツライフサポート、株式会社ノーブルコミュニケー

ション、株式会社京王ズＳｅｅｄ、株式会社京王ズライフクオリティ、株式会社京王ズＦＯＲＣＩＴ

Ｅ、株式会社レジャー・ワン）および非連結子会社1社（有限会社京王ズファーム）により構成され、

移動体通信事業、テレマーケティング事業、不動産賃貸事業、ソーシャルアプリ事業、介護事業および

通信回線サービス契約受付事業を展開しております。 

なお、ソーシャルアプリ事業、介護事業および通信回線サービス契約受付事業の新規事業について

は、事業の種類別セグメント「その他」に含めて表示しております。 

  

（１）事業内容 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信キャリア(注)の販売代理店及び移動体通信店舗の運営であります。 

② テレマーケティング事業 

コールセンターによる保険契約取次事業であります。 

③ 不動産賃貸事業 

自社で購入しましたショッピングモールのテナント等からの賃貸収入事業であります。 

④ ソーシャルアプリ事業 

ソーシャルアプリの企画、開発、運営であります。 

⑤ 介護事業 

介護サービスの提供、介護施設の展開、運営であります。 

⑥ 通信回線サービス契約受付事業 

光通信回線の契約受付事業であります。 

(注) 移動体通信キャリアとは、自ら電気通信回線設備を設置して電気通信事業を行う第一種電気通信事業者

のうち、携帯電話等の移動体通信サービスを提供している事業者のことをいいます。 

  

（２）事業系統図 

（移動体通信店舗事業） 

  

２．企業集団の状況
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（テレマーケティング事業） 

  

（不動産賃貸事業） 

  

（介護事業） 
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（ソーシャルアプリ事業） 

（通信回線サービス契約受付事業） 

  
（３）関係会社の状況 

  

名称 所在地 
資本金 

(百万円) 
議決権 

所有割合(％) 
主要な事業の内容 

（連結子会社） 
株式会社京王ズコミュニケーション 

宮城県仙台市 299 100.0 移動体通信店舗事業 

（連結子会社） 
株式会社ＩＪＴ 

宮城県仙台市 60 100.0 
コールセンターによる 
テレマーケティング事業 

（連結子会社） 
株式会社ハーツライフサポート 

宮城県仙台市 10 100.0 
コールセンターによる 
テレマーケティング事業 

（連結子会社） 
株式会社ノーブルコミュニケーション 

宮城県仙台市 90 60.0 
コールセンターによる 
テレマーケティング事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズＳｅｅｄ 

宮城県仙台市 10 100.0 ソーシャルアプリ事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズライフクオリティ 

宮城県仙台市 10 100.0 介護事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズＦＯＲＣＩＴＥ 

宮城県仙台市 10 100.0 
通信回線サービス契約 
受付事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズレジャー・ワン 

宮城県仙台市 1 ― レジャー事業 

（非連結子会社） 
有限会社京王ズファーム 

岩手県北上市 90 ― ― 
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【経営理念】 

 当社及び当社グループは、「コミュニケーション」をキーワードに、コンシューマービジネスに特化

し、お客様に様々なサービスを提供いたします。 

【行動指針】 

① ＣＳ(顧客満足度)第一主義の基本に則ったＱＳＣＡの確立を目指しております。 

  (Q：Quality S：Service C：Cleanliness A：Atmosphere) 

② 常に株主様に対して、適切な利益還元と情報開示により信頼に応え、継続的な成長と企業価値の向

上を目指しております。 

③ お客様と接するのは従業員であるため、従業員の成長を促すためのＥＳ(従業員満足度)向上を目指

しております。 

④ 地域社会へ貢献し、環境との調和を図ることを目指しております。 

  

当社グループの目標は、ＱＳＣＡの確立と同時に、業務効率の向上と販売費・一般管理費の徹底管理

を図ることで、売上高経常利益率５％以上を安定的に確保できる体制を造ることを経営指標として掲

げ、企業価値の最大化を目指しております。 

  

当社グループは、成長の原点である移動体通信事業に関する事業フィールドの拡大も含めた関連事業

分野におけるＭ＆Ａ等の活用をはじめ、既存事業の強化に取り組んでまいります。 

また、次の収益の柱となるべく新規事業を育成し、変化し成長し続ける企業としてチャレンジし続け

てまいります。  

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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１．適切な企業統治 

平成23年11月17日付「第三者調査委員会による最終報告書の公表について」でお知らせいたしま

したとおり、外部の専門家から構成される第三者調査委員会を設置し、当社の不適切な取引及び会

計処理について全容の判明に取り組んでまいりました。 

今後このような不適切な事態を繰り返すことのないよう、当社は内部統制制度の見直しおよびそ

の着実な運用・評価・検証を通じて、強固なガバナンス体制の構築および業務効率の改善に努めて

まいります。また、第三者調査委員会からの最終報告書の提言を踏まえた下記の再発防止策を実行

し、信頼の回復に努めてまいります。 

① 会社風土の抜本的改革 

 当社は改新された経営体制の下でコンプライアンス重視の経営に向けた自己改革に取り組みま

す。上場企業の取締役・監査役および従業員としてのあり方、遵守すべき法令等に関する定期的な

勉強会の開催と継続的な啓蒙活動を通して、役職員の意識改革に努めていく考えであります。 

② 監査体制の刷新 

 当社は新たに強力な監査体制の下で内部統制の見直しとコンプライアンス重視の経営に努めてま

いります。社外監査役を増員して会計士1名と弁護士2名での体制とし、内部監査室および本件に関

与していない社員を中心に構成されるコンプライアンス委員会を設置します。その上で、監査役

会・内部監査室およびコンプライアンス委員会との連携を強化することにより、監査対象となる情

報の透明性を確保し、監査が機能する体制への変革を図ってまいります。 

③ 内部監査室による監査の実効化 

 当社は監査役と内部監査室の連携を強化することにより、社内の監査機能の実効化を推進しま

す。内部監査室の独立性を確保し、監査業務に専念できる体制を作るとともに、内部監査の目的や

実施の手順および方法をより詳細に規定した監査マニュアルを策定し、その業務責任および権限を

明確にします。 

④ 取締役会の実効化 

 当社は取締役会の機能を実効的なものとするため、社内規程の見直し・改訂を行い、取締役会決

議の必要な重要事項を再定義いたします。また、定められた手続きによる取締役会の開催・運営お

よび公正な取締役会決議を通じて、各取締役の職務執行が十分に監督され、取締役相互間の牽制・

統制が十分に機能する経営体制の再構築を進めてまいります。 

⑤ 組織構造の見直し 

 当社は取締役会の機能を実効的なものに改善するのと並行して、実務を担う部門についても部署

間の相互牽制・監視機能が働く組織構造への改編に努めてまいります。財務諸表に重要な影響を及

ぼす可能性のある情報を扱う部署については、人員の十分な確保、コンプライアンス教育の強化、

定期的な人事異動を通じ、不正の未然防止及び万一不正が行われた場合の早期発見・早期是正が可

能な組織への変革を推進し、財務報告の信頼性を高めてまいります。また、それ以外の部署の業務

執行に関しても、重要事項については上司による確認・承認を義務づけ、業務分掌規程および職務

権限規程の変更を通じ、有効な管理・監督機能が働く組織への変革に努めてまいります。 

（４）会社の対処すべき課題
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⑥ 内部通報制度の実効化 

 当社には内部通報制度に係る規程はありましたが、その存在が従業員に十分周知されておらず、

また通報先が常勤監査役であるものの、常勤監査役の監査機能が十分に発揮されていなかったた

め、内部通報制度自体が有効に機能していませんでした。そこで当社は、法令・コンプライアンス

に違反する行為に関する内部通報制度の存在を社員に十分周知するとともに、通報先に社外監査役

や顧問弁護士を加えることで、内部通報制度をより実効的なものへと改善してまいります。 

  
２．移動体通信事業 

 移動体通信事業におきましては、携帯電話市場が成熟期に入るなかでの継続的成長を達成して東

日本トップ代理店となることを目標とし、ステークホルダーとの共栄のため以下の点に努めてまい

ります。 

① 基本の徹底 

② 販売力の強化（社員の成長） 

③ 販売チャネル(店舗数、エリア等)の強化 

④ 将来を見据えた管理者人材の育成 

⑤ コンプライアンスの徹底 

  
３．テレマーケティング事業 

 テレマーケティング事業におきましては、更なる規模及び競争力の拡大を図るため、以下の点に

努めてまいります。 

① 競争力強化のため、規模の拡大 

② 成長性とコスト管理のバランス経営 

③ 新規商材、新規チャネルの開発 

④ コンプライアンスの徹底 

  
４．その他の事業 

 平成22年10月期に立ち上げた新規事業の早期安定化および次の柱となり得る事業の選択と育成強

化に努めてまいります。 

  
５．人材育成への対応 

 当社グループでは人々の生活に密着したサービスを提供しているため、それぞれの専門分野にお

ける豊富な知識を備えた人材の育成が重要課題であると認識しております。お客様と直接対応する

現場でのＱＳＣＡの確立を基本に、人材育成、社員力の向上に努めてまいります。 
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

          前連結会計年度 
(平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 791,936 820,119
    売掛金 988,089 1,482,277
    商品及び製品 194,670 318,613
    仕掛品 5,229 －
    繰延税金資産 90,190 137,987
    その他 82,886 64,992
    貸倒引当金 － △3,966

    流動資産合計 2,153,002 2,820,023

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物 696,794 691,023

        減価償却累計額 △329,761 △369,033

        建物及び構築物（純額） 367,033 321,990

      車両運搬具 13,666 13,666

        減価償却累計額 △10,838 △12,115

        車両運搬具（純額） 2,828 1,551

      工具、器具及び備品 240,798 252,442
        減価償却累計額 △201,026 △222,942

        工具、器具及び備品（純額） 39,772 29,500

      土地 617,803 617,803

      建設仮勘定 3,918 3,635

      有形固定資産合計 1,031,356 974,480

    無形固定資産     
      のれん 1,834,163 1,718,874

      その他 72,107 43,496

      無形固定資産合計 1,906,270 1,762,370

    投資その他の資産     
      投資有価証券 － 5,900
      長期貸付金 22,857 19,897
      役員及び役員保有会社に対する金銭債権 524,545 638,818
      敷金及び保証金 257,012 201,458
      繰延税金資産 175,937 392,631
      その他 10,548 10,086

      貸倒引当金 △395,824 △541,379

      投資その他の資産合計 595,076 727,414

    固定資産合計 3,532,703 3,464,265

  資産合計 5,685,705 6,284,289
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(単位：千円)

      前連結会計年度 
(平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 793,721 1,239,079
    短期借入金 318,000 280,000
    1年内返済予定の長期借入金 572,342 580,004
    1年内償還予定の社債 50,000 50,000
    未払金 244,839 280,754
    預り金 － 333,151
    未払法人税等 17,599 59,386
    未払消費税等 37,364 32,924
    賞与引当金 34,245 45,020
    役員賞与引当金 － 15,000
    災害損失引当金 － 16,500
    不正関連損失引当金 － 72,260

    その他 238,104 41,886

    流動負債合計 2,306,216 3,045,968

  固定負債     
    社債 175,000 125,000
    長期借入金 1,216,071 981,125
    その他 60,412 18,866

    固定負債合計 1,451,483 1,124,991

  負債合計 3,757,700 4,170,959

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金 822,760 822,760
    利益剰余金 △88,102 98,248

    自己株式 △9,798 △9,798

    株主資本合計 1,923,945 2,110,296

  その他の包括利益累計額     
    その他有価証券評価差額金 － △739

    その他の包括利益累計額合計 － △739

  新株予約権 1,249 1,249

  少数株主持分 2,809 2,523

  純資産合計 1,928,005 2,113,329

負債純資産合計 5,685,705 6,284,289
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

売上高 11,517,145 13,774,510

売上原価 9,387,916 11,457,893

売上総利益 2,129,228 2,316,617

販売費及び一般管理費     
  役員報酬及び給料手当 789,869 860,475
  賞与引当金繰入額 48,417 52,818
  地代家賃 227,193 248,799
  その他 630,646 693,123

  販売費及び一般管理費合計 1,696,127 1,855,217

営業利益 433,101 461,399

営業外収益     
  受取利息 6,422 861
  震災支援金 － 23,444
  出資金運用益 23,124 －

  その他 19,286 20,536

  営業外収益合計 48,832 44,841

営業外費用     
  支払利息 58,073 52,506
  貸倒引当金繰入額 76,563 145,554
  支払手数料 14,377 －
  不動産賃貸費用 10,404 9,474
  その他 7,487 25,579

  営業外費用合計 166,905 233,115

経常利益 315,028 273,125

特別利益     
  事務所閉鎖費用戻入額 5,820 －
  貸倒引当金戻入額 1,458 －
  過年度消費税等 4,874 －

  その他 28 －

  特別利益合計 12,181 －
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(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

特別損失     
  固定資産除却損 2,956 2,096
  減損損失 12,051 4,453
  店舗整理損 4,374 －
  貸倒損失 6,231 －
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,420
  災害による損失 － 47,776
  不正関連損失 － 181,643
  役員による不正関連損失 － 10,000
  過年度消費税等 5,677 －

  その他 － 9,357

  特別損失合計 31,290 270,748

税金等調整前当期純利益 295,919 2,377

法人税、住民税及び事業税 3,803 52,815

過年度法人税等 △28,480 －

法人税等調整額 △99,000 △263,983

法人税等合計 △123,676 △211,167

少数株主損益調整前当期純利益 － 213,545

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,980 △286

当期純利益 416,616 213,831
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 213,545

  その他有価証券評価差額金 － △739

  その他の包括利益合計 － △739

包括利益 － 212,805

  親会社株主に係る包括利益 － 213,091
  少数株主に係る包括利益 － △286
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

        
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

株主資本     
  資本金     
    当期首残高 1,172,014 1,199,086
    当期変動額     

      新株の発行 27,072 －

      当期変動額合計 27,072 －

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

  資本剰余金     
    当期首残高 795,688 822,760
    当期変動額     

      新株の発行 27,072 －

      当期変動額合計 27,072 －

    当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    当期首残高 △515,448 △88,102
    当期変動額     
      当期純利益 416,616 213,831
      連結範囲の変動 10,729 －

      剰余金の配当 － △27,480

      当期変動額合計 427,345 186,350

    当期末残高 △88,102 98,248

  自己株式     

    当期首残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    当期首残高 1,442,455 1,923,945
    当期変動額     
      新株の発行 54,144 －
      当期純利益 416,616 213,831
      連結範囲の変動 10,729 －

      剰余金の配当 － △27,480

      当期変動額合計 481,489 186,350

    当期末残高 1,923,945 2,110,296
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(単位：千円)

        
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

その他の包括利益累計額     
  その他有価証券評価差額金     
    当期首残高 － －
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

－ △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739

  その他の包括利益累計額合計     
    当期首残高 － －
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

－ △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739

新株予約権     
  当期首残高 114 1,249
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

1,135 －

      当期変動額合計 1,135 －

  当期末残高 1,249 1,249

    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

1,135 －

      当期変動額合計 1,135 －

少数株主持分     
  当期首残高 9,189 2,809
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,380 △286

    当期変動額合計 △6,380 △286

  当期末残高 2,809 2,523

純資産合計     
  当期首残高 1,451,760 1,928,005
  当期変動額     
    新株の発行 54,144 －
    当期純利益 416,616 213,831
    連結範囲の変動 10,729 －
    剰余金の配当 － △27,480
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,245 △1,025

    当期変動額合計 476,244 185,324

  当期末残高 1,928,005 2,113,329
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     
  税金等調整前当期純利益 295,919 2,377
  減価償却費 108,791 102,457
  減損損失 12,051 4,453
  のれん償却額 108,805 115,288
  貸倒引当金の増減額（△は減少） 69,727 149,520
  賞与引当金の増減額（△は減少） 8,181 25,775
  不正関連損失引当金の増減額(△は減少) － 72,260
  受取利息及び受取配当金 △6,422 △1,011
  支払利息 58,073 49,971
  為替差損益（△は益） － 3,968
  固定資産除却損 2,956 2,096
  店舗整理損 4,374 －
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,420
  震災支援金 － △23,444
  災害損失 － 47,776
  売上債権の増減額（△は増加） △153,238 △494,188
  たな卸資産の増減額（△は増加） △9,613 △118,714
  未収入金の増減額（△は増加） △1,131 △349
  未収消費税等の増減額（△は増加） 8,247 △1,488
  未払消費税等の増減額（△は減少） △17,595 △154
  仕入債務の増減額（△は減少） 114,415 445,358
  未払金の増減額（△は減少） △7,533 30,345
  預り金の増減額（△は減少） － 136,266
  役員による不正関連損失 － 10,000

  その他 33,718 △19,049

  小計 629,727 554,933

  利息及び配当金の受取額 5,788 4,005
  利息の支払額 △52,236 △44,803
  法人税等の支払額 △17,093 △3,914
  法人税等の還付額 3,392 66

  役員による不正関連損失額 － △10,000

  営業活動によるキャッシュ・フロー 569,579 500,287
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(単位：千円)

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー     
  有形固定資産の取得による支出 △40,548 △30,256
  無形固定資産の取得による支出 － △1,600
  投資有価証券の取得による支出 － △7,146

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△7,143 －

  子会社株式の取得による支出 △75,000 －
  敷金及び保証金の差入による支出 △24,446 △1,623
  敷金及び保証金の回収による収入 3,126 33,418
  役員に対する金銭債権の増加に伴う支出 △425,000 △206,300
  役員に対する金銭債権の減少に伴う収入 400,000 200,000

  役員保有会社に対する金銭債権の増加に伴う支
出 

△19,863 △114,274

  貸付けによる支出 － △2,000

  貸付金の回収による収入 7,797 －

  投資活動によるキャッシュ・フロー △181,078 △129,781

財務活動によるキャッシュ・フロー     
  短期借入れによる収入 170,000 80,000
  短期借入金の返済による支出 △749,000 △118,000
  長期借入れによる収入 893,000 350,000
  長期借入金の返済による支出 △449,581 △577,283
  長期未払金の返済による支出 △47,674 －
  社債の償還による支出 △50,000 △50,000
  配当金の支払額 － △27,073
  新株予約権の行使による株式の発行による収入 54,144 －
  新株予約権の発行による収入 2,845 －

  その他 △1,813 －

  財務活動によるキャッシュ・フロー △178,080 △342,356

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 210,420 28,150

現金及び現金同等物の期首残高 445,641 669,310

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） 

13,247 －

現金及び現金同等物の期末残高 669,310 697,460
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該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更】 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年10月31日) 

――――――――――― 

(資産除去債務に関する会計基準の適用) 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益

がぞれぞれ２百万円減少し、税金等調整前当期純利益は

17百万円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始により、投資その他の資産の「敷金及び保証金」が

17百万円減少しております。 
 

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年10月31日) 

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「支払手数料」(前連結会計年

度は8,623千円)及び「不動産賃貸費用」(前連結会計年

度は10,376千円)は営業外費用の10/100を超えることと

なったため、当連結会計年度においては区分掲記いたし

ました。 

  
――――――――――― 

  (連結損益計算書) 

―――――――――――  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）の適用により、当連結会計年度では、「少数株

主損益調整前当期純利益」の科目を表示しております。  
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 追加情報 

  

前連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年10月31日) 

――――――――――― 

１．過年度の不適切な取引及び会計処理及び過年度決算

の訂正にについて 

 当社において、不適切な取引及び会計処理が過去数年

にわたり行われていたことが判明いたしました。当社は

外部の独立機関として第三者調査委員会を設置し、事実

の解明に取り組んでまいりました。 

 当該不適切な会計処理について、当社は金融商品取引

法に基づく連結財務諸表等の訂正を行うことを決定し、

第14期（平成18年10月期）以降の連結財務諸表等を遡及

処理しております。 

 なお、過年度連結財務諸表等の訂正事項に関する監査

については、清和監査法人より監査を受けております。 

２．連結納税制度の適用 

 当連結会計年度より、連結納税制度を適用しておりま

す。 

３．包括利益の表示に関する会計基準について 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。 
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当連結会計年度(自 平成22年11月１日 至 平成23年10月31日) 

・当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30

日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」

の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載してお

ります。 

（７）連結財務諸表に関する注記事項

(連結包括利益計算書関係)

親会社株主に係る包括利益 416,616千円 

少数株主に係る包括利益 2,980千円 

計 419,596千円 
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（事業の種類別セグメント情報） 

前連結会計年度（自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日） 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 移動体通信事業・・・・・・・移動体通信端末の販売、移動体通信サービスの契約取次 

(2) テレマーケティング事業・・・コールセンターによるテレマーケティング事業 

(3) 不動産賃貸事業・・・・・・・ショッピングモールのテナントからの賃貸収入事業 

(4) その他・・・・・・・・・・・ソーシャルアプリによる課金収入事業、介護サービス事業および 

                通信回線サービス契約取次事業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(147,903千円)の主なものは、総務、経理

部門等の管理部門に係る人件費であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(796,587千円)の主なものは、余裕資金(現金及び預金)

及び管理部門に係る資産であります。 

  

２ 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日) 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
３ 海外売上高 

前連結会計年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日) 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（セグメント情報等）

  
移動体 

通信事業 

テレマーケ 

ティング 

事業 

不動産 

賃貸事業 
その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

  （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売上高               
(1)外部顧客に 

  対する売上高 10,847,192 525,612 106,783 37,556 11,517,145 ― 11,517,145 

(2)セグメント間の 

  内部売上高又は 

  振替高 ― ― 1,512 ― 1,512 (1,512) ― 

計 10,847,192 525,612 108,296 37,556 11,518,657 (1,512) 11,517,145 

 営業費用 10,329,054 452,046 85,692 69,347 10,936,141 147,903 11,084,044 

営業利益又は 

営業損失(△) 
518,137 73,566 22,063 △31,791 582,516 (149,415) 433,101 

Ⅱ 資産、減価償却

費、減損損失及び資

本的支出 

              

資産 3,544,648 173,703 999,189 171,577 4,889,118 796,587 5,685,705 

 減価償却費 152,838 27,176 17,333 110 197,458 20,161 217,620 

 減損損失 6,047 ― 6,004 ― 12,051 ― 12,051 

 資本的支出 35,393 ― 14,659 3,260 53,313 797 54,110 
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループは、商品、サービス提供方法によって、事業部別及び会社別に戦略を立案し、事業を行

っております。 

当社グループは、商品・サービス提供方法の別に「移動体通信店舗事業」「テレマーケティング事

業」「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「移動体通信店舗事業」は、ソフトバンクショップ、ａｕショップ、docomoショップ及び併売店の運

営並びに移動体通信端末等の販売事業を行っております。「テレマーケティング事業」は、テレマーケ

ティングによる保険商品の契約取次ぎ及びコールセンターの運営事業を行っております。「不動産賃貸

事業」は、当社グループ所有のショッピングモールのテナントからの賃貸収入事業を行っております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年11月１日 至 平成23年10月31日） 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療・介護事業、

ソーシャルアプリ事業及び通信回線サービス契約受付事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△144,597千円には、セグメント間取引消去△1,049千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△143,548千円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成21年３月27日）を適用しております。 

        （単位：千円） 

  

報告セグメント 
その他 
(注１) 

合計 
調整額 
(注)２ 

連結損益計
算書計上額 

(注)３ 
移動体通信
店舗事業 

テレマーケ
ティング事

業 

不動産賃貸
事業 

計 

売上高                 

外部顧客へ
の売上高 

13,132,147 353,406 56,244 13,541,797 232,712 13,774,510 ― 13,774,510 

セグメント
間の内部売
上高 

― ― 1,049 1,049 ― 1,049 △1,049 ―  

計 13,132,147 353,406 57,293 13,542,846 232,712 13,775,559 △1,049 13,774,510 

営業費用 12,509,816 267,745 45,145 12,822,807 346,855 13,169,563 143,548 13,313,111 

セグメント利
益 又 は 損 失
(△) 

622,330 85,661 12,147 720,039 △114,142 605,996 △144,597 461,399 

Ⅱ 資 産、減
価 償 却 費、
減損損失及
び資本的支
出 

                

資産 3,996,731 148,629 966,674 5,112,035 118,630 5,230,665 1,053,623 6,284,289 

減価償却費 38,112 23,144 18,365 79,621 3,945 83,566 18,891 102,457 

減損損失 4,453 ― ― 4,453 ― 4,453 ― 4,453 

資本的支出 13,956 ― 1,425 15,381 10,152 25,534 ― 25,534 
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(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

(１株当たり情報)

項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

１株当たり純資産額 35,005円65銭 38,382円79銭 

１株当たり当期純利益 7,602円96銭 3,890円60銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 
同  左 

 

  
前連結会計年度 

(平成22年10月31日) 
当連結会計年度 

(平成23年10月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,928,005 2,113,329 

普通株式に係る純資産額(千円) 1,923,945 2,109,556 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 1,249 

 少数株主持分 2,809 2,523 

普通株式の発行済株式数(株) 56,146 56,146 

普通株式の自己株式数(株) 1,185 1,185 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

54,961 54,961 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 416,616 213,831 

普通株式に係る当期純利益(千円) 416,616 213,831 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 54,797 54,961 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 
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該当事項はありません。 

  

リース取引関係、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職

給付、ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

(重要な後発事象)

(開示の省略)

株式会社京王ズホールディングス（3731）　平成23年10月期　決算短信

30



  

 

５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

          前事業年度 
(平成22年10月31日) 

当事業年度 
(平成23年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 531,095 553,601
    売掛金 6,430 9,062
    前払費用 2,289 2,015
    関係会社短期貸付金 189,450 443,698
    繰延税金資産 90,190 137,987
    関係会社短期債権 270,831 113,188
    その他 14,919 1,503
    貸倒引当金 － △3,966

    流動資産合計 1,105,206 1,257,090

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物 321,866 321,866

        減価償却累計額 △117,055 △135,834

        建物及び構築物（純額） 204,811 186,032

      車両運搬具 11,521 11,521

        減価償却累計額 △9,923 △10,433

        車両運搬具（純額） 1,597 1,088

      工具、器具及び備品 3,175 2,730
        減価償却累計額 △2,635 △2,349

        工具、器具及び備品（純額） 539 380

      土地 617,803 617,803

      建設仮勘定 3,918 3,635

      有形固定資産合計 828,670 808,939

    無形固定資産     
      ソフトウエア 47,981 30,079

      その他 159 159

      無形固定資産合計 48,141 30,239

    投資その他の資産     
      投資有価証券 － 5,900
      関係会社株式 438,428 418,429
      関係会社長期貸付金 881,700 739,512
      敷金及び保証金 6,760 5,819
      繰延税金資産 175,937 392,631
      役員及び役員保有会社に対する金銭債権 610,053 739,512
      その他 5,003 5,003

      貸倒引当金 △481,332 △673,217

      投資その他の資産合計 1,636,549 1,647,471

    固定資産合計 2,513,361 2,486,650
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(単位：千円)

          前事業年度 
(平成22年10月31日) 

当事業年度 
(平成23年10月31日) 

  資産合計 3,618,567 3,743,740

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 1,688 181
    短期借入金 248,000 280,000
    1年内返済予定の長期借入金 333,732 369,724
    1年内償還予定の社債 50,000 50,000
    未払金 59,462 70,371
    未払費用 2,113 178
    未払法人税等 11,675 6,904
    未払消費税等 19,714 914
    前受金 6,788 389
    預り金 2,616 33,065
    賞与引当金 6,058 6,866
    役員賞与引当金 － 15,000
    災害損失引当金 － 16,500
    不正関連損失引当金 － 72,260
    その他 1,111 39,456

    流動負債合計 742,961 961,811

  固定負債     
    社債 175,000 125,000
    長期借入金 452,802 339,580
    長期預り保証金 61,467 19,921
    関係会社損失引当金 － 39,879

    その他 689,269 －

    固定負債合計 1,432,231 524,380

  負債合計 1,486,191 1,486,191

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金     
      資本準備金 69,874 69,874
      その他資本剰余金 752,886 752,886

      資本剰余金合計 822,760 822,760

    利益剰余金     
      利益準備金 － 2,748
      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 173,038 242,243

      利益剰余金合計 173,038 244,991

    自己株式 △9,798 △9,798
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(単位：千円)

      前事業年度 
(平成22年10月31日) 

当事業年度 
(平成23年10月31日) 

    株主資本合計 2,185,087 2,257,039

  評価・換算差額等     
    その他有価証券評価差額金 － △739

    評価・換算差額等合計 － △739

  新株予約権 1,249 1,249

  純資産合計 2,186,336 2,257,549

負債純資産合計 3,618,567 3,743,740
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（２）損益計算書

(単位：千円)

    
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

営業収益     

  手数料収入 700,390 －

  営業収益 700,390 －

売上高     
  関係会社受入手数料 － 509,508
  不動産事業売上高 － 57,293

  売上高合計 － 566,801

売上原価 － 26,396

売上総利益 700,390 540,404

販売費及び一般管理費     
  役員報酬 36,600 36,600
  給料手当及び賞与 99,488 96,211
  賞与引当金繰入額 5,816 6,866
  役員賞与引当金繰入額 － 15,000
  法定福利及び厚生費 17,092 17,308
  減価償却費 20,161 18,984
  管理諸費 31,570 29,839

  その他 59,942 88,986

  販売費及び一般管理費合計 270,672 309,796

営業利益 429,717 230,608

営業外収益     
  受取利息 43,203 29,741

  その他 8,054 14,663

  営業外収益合計 51,257 44,405

営業外費用     
  支払利息 22,498 21,007
  社債利息 3,186 2,535
  支払手数料 14,377 －
  貸倒引当金繰入額 27,439 160,739

  その他 189 21,106

  営業外費用合計 67,690 205,389

経常利益 413,284 69,624

特別利益     
  過年度消費税等 4,874 －

  その他 28 －

  特別利益合計 4,903 －
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(単位：千円)

    
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

特別損失     
  抱合せ株式消滅差損 872,622 －
  貸倒引当金繰入額 － 31,145
  関係会社株式評価損 － 19,999
  関係会社損失引当金繰入額 － 39,879
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 799
  災害による損失 － 18,003
  不正関連損失 － 181,643
  役員による不正関連損失 － 10,000

  その他 － 9,357

  特別損失合計 872,622 310,827

税引前当期純損失（△） △454,434 △241,202

法人税、住民税及び事業税 994 △76,652

法人税等調整額 △99,000 △263,983

法人税等合計 △98,006 △340,635

当期純利益又は当期純損失（△） △356,428 99,432
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

            
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

株主資本     
  資本金     
    当期首残高 1,172,014 1,199,086
      当期変動額     

        新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

        当期変動額合計 27,072 －

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

      当期変動額     

        新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

        当期変動額合計 27,072 －

  資本剰余金     
    資本準備金     
      当期首残高 42,802 69,874
      当期変動額     

        新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

        当期変動額合計 27,072 －

      当期末残高 69,874 69,874

    その他資本剰余金     

      当期首残高 752,886 752,886

      当期末残高 752,886 752,886

    資本剰余金合計     
      当期首残高 795,688 822,760
      当期変動額     
        新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

        当期変動額合計 27,072 －

      当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    利益準備金     
      当期首残高 － －
      当期変動額     

        剰余金の配当 － 2,748

        当期変動額合計 － 2,748

      当期末残高 － 2,748

    その他利益剰余金     
      繰越利益剰余金     
        当期首残高 529,467 173,038
        当期変動額     
          当期純利益又は当期純損失（△） △356,428 99,432

          剰余金の配当 － △30,228

          当期変動額合計 △356,428 69,204
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(単位：千円)

          
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年10月31日) 

        当期末残高 173,038 242,243

    利益剰余金合計     
      当期首残高 529,467 173,038
      当期変動額     
        当期純利益又は当期純損失（△） △356,428 99,432

        剰余金の配当 － △27,480

        当期変動額合計 △356,428 71,952

      当期末残高 173,038 244,991

  自己株式     

    当期首残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    当期首残高 2,487,371 2,185,087
    当期変動額     
      新株の発行（新株予約権の行使） 54,144 －
      当期純利益又は当期純損失（△） △356,428 99,432

      剰余金の配当 － △27,480

      当期変動額合計 △302,284 71,952

    当期末残高 2,185,087 2,257,039

評価・換算差額等     
  その他有価証券評価差額金     
    当期首残高 － －
    当期変動額     
      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739

  評価・換算差額等合計     
    当期首残高 － －
    当期変動額     
      株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739
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(単位：千円)

        
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

新株予約権     
  当期首残高 114 1,249
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

1,135 －

      当期変動額合計 1,135 －

  当期末残高 1,249 1,249

    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

1,135 －

      当期変動額合計 1,135 －

純資産合計     
  当期首残高 2,487,485 2,186,336
  当期変動額     
    新株の発行（新株予約権の行使） 54,144 －
    当期純利益又は当期純損失（△） △356,428 99,432
    剰余金の配当 － △27,480

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,135 △739

    当期変動額合計 △301,149 71,212

  当期末残高 2,186,336 2,257,549
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該当事項はありません。 

  
  

(１株当たり情報) 

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）個別財務諸表に関する注記

項目 
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

１株当たり純資産額 39,757円05銭 41,052円74銭 

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

△6,504円57銭 1,809円15銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失であり、また、希薄化効果を有
する潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 

  
前事業年度 

(平成22年10月31日) 
当事業年度 

(平成23年10月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,166,336 2,257,549 

普通株式に係る純資産額(千円) 2,185,087 2,256,299 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 1,249 

普通株式の発行済株式数(株) 56,146 56,146 

普通株式の自己株式数(株) 1,185 1,185 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

54,961 54,961 

 

  
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△) 
(千円) 

△356,428 99,432 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) 
(千円) 

△356,428 99,432 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 54,797 54,961 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第４回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 
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平成23年12月26日

  

  

  
  

  

  

  

  

  

（参考） 

平成23年10月期 決算短信〔日本基準〕(連結)   
 

上 場 会 社 名 株式会社京王ズホールディングス 上場取引所 東 
 

コ ー ド 番 号 3731 URL http://www.keiozu.co.jp 
 

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)佐々木 英輔   
問合せ先責任者 (役職名)管理部副部長 (氏名)石原 瑞樹 TEL (022)722－0333 
 

定時株主総会開催予定日 平成24年１月30日 配当支払開始予定日 平成24年１月31日 

有価証券報告書提出予定日 平成24年１月30日     
 

  (百万円未満切捨て)
 

１．平成23年10月期の連結業績（平成22年11月１日～平成23年10月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年10月期 13,774 19.6 461 6.5 273 △13.3 223 △46.3 
22年10月期 11,517 △3.3 433 9.4 315 △16.2 416 △27.9 

 

(注) 包括利益 23年10月期 222百万円 (△46.9％)   22年10月期 419百万円 (△23.8％)
 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

23年10月期 4,072 55 ―   11.1 4.6 3.3 
22年10月期 7,602 96 ―   24.8 5.7 3.8 

 

(参考) 持分法投資損益 23年10月期 ― 百万円   22年10月期 ― 百万円
 

（２）連結財政状態  
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年10月期 6,292 2,123 33.7 38,564 74 
22年10月期 5,685 1,928 33.8 35,005 65 

 

(参考) 自己資本 23年10月期 2,121百万円   22年10月期 1,923百万円
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況  
 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

23年10月期 507 △133 △342 697 

22年10月期 569 △181 △178 669 
 

２．配当の状況

  年間配当金 配当金総額 
(合計) 

配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結)   第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

22年10月期 ―   ―   ―   500 00 500 00 27 6.5 1.4 

23年10月期 ―   ―   ―   500 00 500 00 27 12.3 1.3 

24年10月期(予想) ―   ―   ―   500 00 500 00 27 6.9   
 

３．平成24年10月期の連結業績予想（平成23年11月１日～平成24年10月31日）

  (％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期 
連結累計期間 

6,600 2.7 200 1.9 170 48.9 160 △43.1 2,911 16 

通 期 14,000 1.6 500 8.4 455 66.6 435 94.3 7,914 70 
 



  

  

  

  
（２）個別財政状態 

  
  

※ 監査手続の実施状況に関する開示 

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無 

  新規  ― 社 (            )、除外 ― 社 (            ) 
 

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

 ② ①以外の変更 ： 無 
 

（３）発行済株式数（普通株式）
① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年10月期 56,146株 22年10月期 56,146株 

② 期末自己株式数 23年10月期 1,185株 22年10月期 1,185株 

③ 期中平均株式数 23年10月期 54,961株 22年10月期 54,797株 
 

(参考) 個別業績の概要
１．平成23年10月期の個別業績（平成22年11月１日～平成23年10月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年10月期 566 △19.1 230 △46.3 230 △44.3 109 ― 
22年10月期 700 18.9 429 32.5 413 27.2 △356 ― 

 

  １株当たり当期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
  円 銭 円 銭 

23年10月期 1,991 10 ―   

22年10月期 △6,504 57 ―   
 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年10月期 3,720 2,267 60.9 41,234 69 

22年10月期 3,618 2,186 61.6 39,757 05 
 

(参考) 自己資本 23年10月期 2,266百万円   22年10月期 2,185百万円
 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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(連結経営成績サマリー) 

(百万円未満切捨て) 

  

(当期の経営成績) 

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災による被害が広範囲に及び、製造業を中心に景

況の悪化がみられましたが、サプライチェーンの復旧や復興需要の高まりにより景気持ち直しの動きも

見られます。しかしながら、原発問題の長期化や円高の進行、国際経済への懸念など先行きは依然不透

明な状況が続いております。 

このような状況のなか、当社グループは以下の事項に注力いたしました。 

① スマートフォン需要の拡大を見据えた人材投資（採用、教育） 

② グループ内資産運用の効率化 

③ テレマーケティング事業部の人員拡大による被災地域雇用創出支援 

その成果として、移動体通信店舗事業においてはスマートフォンの販売台数の増加によって前年を超

える売上高及び営業利益を記録しました。また、テレマーケティング事業においても稼動人員数が着実

に増加し、次年度の更なる収益拡大に向けた環境が整ってきております。 

この結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は13,774百万円（前期比19.6％増）、営業

利益は461百万円（前期比6.5％増）、経常利益は273百万円（前期比13.3％減）、当期純利益は223百万

円（前期比46.3％減）となりました。経常利益および当期純利益の減少につきましては、主に過年度財

務諸表の修正にかかる営業外費用および特別損失の計上によるものであります。なお、平成23年10月期

の期末配当につきましては、当初予定通り１株あたり500円とさせていただいております。 

また、当社において不適切な取引及び会計処理が過去複数年度にわたり行われていたことが判明した

ことから、平成23年12月22日付で平成18年10月期から平成23年10月期第３四半期までの決算について、

金融商品取引法に基づき訂正を行っております。過年度訂正に関わる影響としては、役員および役員保

有会社に対する金銭債権への貸倒引当金繰入額として営業外費用に145百万円を計上し、また、第三者

調査委員会費用、訂正監査費用、課徴金引当等を不正関連損失として特別損失に181百万円を計上して

おります。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

  平成22年10月期 平成23年10月期 増減額 増減率 

売上高 11,517百万円 13,774百万円 2,257百万円 19.6％ 

営業利益 433百万円 461百万円 28百万円 6.5％ 

経常利益 315百万円 273百万円 △41百万円 △13.3％ 

当期純利益 416百万円 223百万円 △192百万円 △46.3％ 

１株当たり当期純利益 7,602.96円 4,072.55円 △3,530.41円 △46.4％ 
 



  
事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信業界では、魅力的なスマートフォンが相次いで発売され人気を博すとともに、タブレット

端末やデータ通信端末の需要が顕在化し個人の複数台所有から市場拡大が進んでおります。 

このような事業環境の中、当社グループが事業活動を展開しております東北地方では、３月11日に東

日本大震災が発生し、一部店舗で建物や什器損壊及び原発問題による休業（１店舗）などの被害が発生

いたしました。しかしながら、携帯電話はお客様に必要不可欠なツールとの思いから早期に営業を再開

し震災復興需要の下支えを受けながら、スマートフォンの拡販を中心に、データ通信端末などの販売に

注力した結果、売上高は13,132百万円（前期比21.1％増）、営業利益は621百万円（前期比20.2％増）

となりました。 

当連結会計年度においては、青森県のソフトバンクつがる柏店を開設し、秋田県のソフトバンク横手

駅前店を新規に取得したほか、福島県のａｕショップ（いわき湯本店）において店舗リニューアルを実

施しました。また、平成23年12月にも、宮城県でソフトバンク石巻大街道店の移転・リニューアルを行

っております。 

  

② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業につきましては、震災による地元地域への架電制限等の一時的な影響はあっ

たものの、架電エリアの変更等の対応を行い、営業利益面においては計画通りに推移してまいりました

が、当第３四半期連結会計期間にコミッションの減少が発生しました。その結果、売上高は353百万円

（前期比32.8％減）、営業利益は85百万円（前期比16.1％増）となっております。 

なお、被災地地元企業として、雇用面において一人でも多く被災者の方の生活安定に貢献できるよ

う、積極的な採用募集活動を行っております。また、保険代理店として、アメリカンファミリー生命保

険会社と協力し、被災地域への復興支援を行うため、”We are one family”活動に参加しておりま

す。 

  

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、震災の後、主要施設におきまして安全確保のために一部営業を見合

わせ、施設の点検、整備を行っております。 

震災の影響により売上高は56百万円（前期比47.3％減）、営業利益は8百万円（前期比32.1％減）と

なっておりますが、不動産事業の連結業績全体に与える影響は軽微であります。 

  

・売上高 13,132百万円 (前期比 21.1％増) 

・営業利益 622百万円 (前期比 20.2％増) 

 

  
ソフトバンク 

ショップ 
ａｕ 

ショップ 
docomo 
ショップ 

併売店 合計 

前期末店舗数 31 13 2 4 50 

当期における変動数 2 ― ― △1 1 

当期末店舗数 33 13 2 3 51 
 

・売上高 353百万円 (前期比 32.7％減) 

・営業利益 85百万円 (前期比 16.1％増) 

 

・売上高 56百万円 (前期比 47.3％減) 

・営業利益 12百万円 (前期比 32.1％減) 

 



  
④ その他 

ソーシャルアプリ事業では、平成23年６月より「ドラグーン・アリーナ」の提供を開始しておりま

す。 

介護事業では、平成23年８月に介護予防通所介護施設「ライフクオリティ 鈎取」を開所いたしまし

た。 

通信回線サービス契約受付事業については、震災で被災した地域の住民の皆様に配慮し、4月以降の

営業活動を自粛しております。 

この結果、売上高は232百万円（前期比519.6％増）、営業損失は114百万円（前期比－）となりまし

た。新規事業であるため、開発、準備の費用が先行して発生しておりますが、売上高、営業損益ともに

当初計画の範囲内で推移しております。 

  

(次期の見通し) 

① 移動体通信事業 

移動体通信事業におきましては、携帯電話市場が成熟期に入るなかでの継続的成長を達成して東日本

トップ代理店となることを目標とし、ステークホルダーとの共栄に努めてまいります。引き続き市場の

伸びが期待されるスマートフォン、タブレット端末等の付加価値の高い商品の販売比率が増加するとと

もに、オプション商品の販売に注力することにより、次期の見通しといたしましては、売上高は13,200

百万円、営業利益は678百万円を見込んでおります。なお、次期以降も引き続き、積極的な既存店舗の

リニューアル・リプレイスおよび新規出店の検討を計画しております。 

② テレマーケティング事業 

テレマーケティング事業におきましては、安定的に収益を確保しつつ、人員の拡大およびオペレータ

ーの育成に一層注力することにより売上・収益の拡大に努めてまいります。次期の見通しにつきまして

は、売上高500百万円、営業利益130百万円を見込んでおります。 

③ 不動産賃貸事業 

不動産賃貸事業につきましては、震災によって損壊した部分の点検、整備を行った上で、テナントの

誘致に勤めてまいります。次期見通しにつきましては、売上高は20百万円、営業利益は１百万円を見込

んでおります。 

④ その他 

その他事業につきましては、前期に引き続きグループ経営の中核となり得る事業の選択と規模の拡大

に努めてまいります。次期見通しにつきましては、売上高は280百万円、営業利益は△9百万円を見込ん

でおります。 

  

以上により、平成24年10月期の連結業績は、売上高は14,000百万円、営業利益は500百万円、経常利

益は455百万円及び当期純利益は435百万円を予想しております。 

  

・売上高 232百万円 (前期比 519.6％増) 

・営業利益 △114百万円 (前期比  ―  ) 

 



  

① 資産、負債及び純資産の状況 

(百万円未満切捨て) 

当連結会計年度末における資産の状況は、前連結会計年度末と比較して、流動資産は665百万円増加

して2,818百万円、固定資産は58百万円減少して、3,474百万円となりました。これは主に現預金及び売

掛金の増加並びにのれん、繰延税金資産の増加及び減価償却費の計上によるものであります。その結

果、総資産額は607百万円増加し6,292百万円となりました。 

負債の状況は、流動負債が738百万円増加し3,044百万円、固定負債は326百万円減少し1,124百万円と

なりました。これは主に長期借入金への借換え及び借入金の返済によるものであります。その結果、負

債総額は411百万円増加し4,169百万円となりました。 

純資産の状況は、195百万円増加し2,123百万円となりました。これは主に当期純利益の計上によるも

のであります。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末と

比較して28百万円増加して697百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、前連結会計年度と比べて61百万円減少し、507百万円（前期比

10.8％減）となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の減少によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて47百万円減少し、133百万円（前期比

26.3％減）となりました。これは前連結会計年度は子会社株式の取得があったためです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は、前連結会計年度と比べて164百万円増加し、342百万円（前期比

92.2％減）となりました。これは主に借入金の返済によるものであります。 

（２）財政状態に関する分析

  平成22年10月期末 平成23年10月期末 増減額 

資産合計 5,685百万円 6,292百万円 607百万円 

負債合計 3,757百万円 4,169百万円 411百万円 

純資産合計 1,928百万円 2,123百万円 195百万円 

自己資本比率 33.8％ 33.7％ △0.1％ 

１株当たり純資産 35,005.65円 39,015.26円 4,072.55円 
 

  
平成22年10月期 

(平成21年11月１日～ 
平成22年10月30日) 

平成23年10月期 
(平成22年11月１日～ 
平成23年10月30日) 

増減額 

  
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

569百万円 507百万円 △61百万円 

  
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△181百万円 △133百万円 47百万円 

  
財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△178百万円 △342百万円 △164百万円 

現金及び現金同等物の 
増減額 

210百万円 28百万円 △182百万円 

連結範囲の変更に伴う
現金及び現金同等物の
増減額 

13百万円 ―百万円 △13百万円 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

669百万円 697百万円 28百万円 
 



  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注)１．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

  ３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

  ４．有利子負債は、連結貸借対照表に記上されている負債のうち利子を支払って 

    いる全ての負債を対象としております。 

  

当社は、株主の皆様に対する利益配分を経営の最重要課題の一つであると認識しております。配当金

につきましては、業績を反映させるとともに、今後の事業計画、財務状況等を総合的に勘案したうえで

実施することを基本方針としており、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、経営体質および事

業の強化のため必要な内部留保を確保しつつ、実績に裏づけされた利益還元を行ってまいります。 

このため当期の配当金は１株500円（連結配当性向12.3％）の配当を予定しております。 

また、次期の配当につきましては、500円を予定しております。 

なお、当社は会社法第454条第5項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款で定めており、毎

事業年度における配当は、期末と中間の２回行うことができることとしております。これらの剰余金の

配当については、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会を決定機関としております。 

  

該当事項はありません。 

  
平成19年 
10月期 

平成20年 
10月期 

平成21年 
10月期 

平成22年 
10月期 

平成23年 
10月期 

自己資本比率(％) 7.7 14.1 27.6 33.8 33.7 

時価ベースの自己資本比率(％) 23.0 7.7 33.8 25.9 18.1 

キャッシュ・フロー 
対有利子負債比率(％) 

― 558.9 411.9 409.3 396.9 

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍) 

― 6.2 9.3 10.9 11.3 
 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）継続企業の前提に関する重要事象等



  

当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。従いまして、当社はこれらリスク発生の可能性を認識したうえで発生の回避及び発生し

た場合の対応に努める方針であります。 

なお、以下の事項のうち将来に関する事項は、決算短信提出日現在において当社グループが判断した

ものであり、実際の結果と異なる可能性があります。 

  

（全般） 

当社は、平成23年８月９日付の「不適切な取引及び会計処理の全容判明に向けた第三者調査委員会の

設置に関するお知らせ」で公表致しましたとおり、第三者調査委員会を設置し、同委員会から受領した

中間報告の内容を受けて、過年度の有価証券報告書等を訂正することになりました。それに伴い、株式

会社東京証券取引所より、「有価証券上場規程施行規則第605条第１項第14号（虚偽記載）」に該当す

るおそれがあることから、投資者の注意を喚起するため、平成23年10月４日より監理銘柄（審査中）に

指定されております。 

今後、株式会社東京証券取引所の審査結果いかんによっては、訂正の内容が重大であると認められ上

場廃止基準に該当する可能性があります。 

当社の株式が上場廃止となった場合には、当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態及び経営

成績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（移動体通信店舗事業） 

① 受取手数料について 

移動体通信機器の販売代理店事業では、市場の成熟、個人消費の低迷等により厳しさが増しておりま

す。販売代理店事業では、移動体通信キャリアが提供する移動体通信サービスへの加入契約や修理業務

等の取次ぎを行うことにより手数料を収受しており、移動体通信キャリアの事業方針等の大幅な取引条

件の変更等が生じた場合には、当社グループの業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

また、今後の新たな料金プラン等の設定によるインセンティブ体系の変更も、同様に重大な影響を及

ぼす可能性があります。 

  

② 受取手数料について 

移動体通信機器の販売については、携帯電話普及率の上昇により新規契約の獲得競争が激しくなって

おります。また、個人消費動向や、高機能・高付加価値な端末の販売や割賦販売制度によりユーザーの

買い替えサイクルが長期化しております。これらの傾向がさらに顕著になった場合には、当社グループ

の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 移動体通信事業における競合について 

移動体通信業界は、業界の成熟とともに移動体通信機器及びサービスの販売競争はますます激化して

おります。当社は、移動体通信キャリアと移動体通信サービスの代理店契約を締結しておりますが、同

様に移動体通信キャリアと直接契約を締結している代理店は全国に多数あります。従いまして、今後の

他社との競争状況及び業界内の再編状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

④ 法的規制について 

顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおりますが、不測の事態により顧

客情報に係る紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼の失墜、損害賠償請求等によ

り、財政状態及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（４）事業等のリスク



  

（テレマーケティング事業） 

① 受取手数料について 

医療保険等第三分野の保険加入契約の取次ぎを行うことにより、その対価として手数料を収受してお

りますが、受取手数料の金額、支払対象期間、顧客の払込保険料に対する割合等の取引条件について、

保険会社の事業方針等の大幅な変更が生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

② テレマーケティング事業の事業展開について 

保険会社から業務委託を受け、保険加入率の向上等の営業努力を行っておりますが、保険事業の受注

は、当該保険会社の営業政策の変更により影響を受ける可能性があります。また、その保険会社及び取

扱商品等に対する風評により、新規保険契約数、保有保険契約の継続率等に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

③ 法的規制について 

保険の募集事業については、保険事業法の規制を受けており、当社は、保険会社の一次代理店として

登録し、保険募集人資格を有する社員が、コールセンターで保険契約の募集を行っております。又、加

入契約者の個人情報及び顧客情報管理については、最重要課題として体制構築に取り組んでおります

が、不測の事態により情報の紛失、漏洩等が発生した場合、当社グループに対する信頼性の失墜、損害

賠償請求等により、重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（不動産賃貸事業） 

① 不動産賃貸事業の事業展開について 

いずみパワーモール等の所有不動産のテナントからの賃貸収入を得ておりますが、空きスペースへの

テナント募集が予定どおり進捗しない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 自然災害等について 

不動産賃貸事業における物件は宮城県に展開しており、宮城県沖地震等の大規模災害が発生した場合

は、当社グループの財政状態及び業績に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

  

（介護事業） 

① 介護保険法について 

介護事業におきましては、介護保険収入への依存度が高いため、介護保険に関する制度の変更により

介護サービスに関する規制、介護報酬額、要介護度に応じた支給限度額等が変更された場合、当社グル

ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 介護スタッフの確保について 

介護施設の展開については、介護スタッフの確保が必要でありますが、必要とする人材が適時確保で

きない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  



  

当社の企業集団は、当社（株式会社京王ズホールディングス）、連結子会社８社（株式会社京王ズコ

ミュニケーション、株式会社ＩＪＴ、株式会社ハーツライフサポート、株式会社ノーブルコミュニケー

ション、株式会社京王ズＳｅｅｄ、株式会社京王ズライフクオリティ、株式会社京王ズＦＯＲＣＩＴ

Ｅ、株式会社レジャー・ワン）および非連結子会社1社（有限会社京王ズファーム）により構成され、

移動体通信事業、テレマーケティング事業、不動産賃貸事業、ソーシャルアプリ事業、介護事業および

通信回線サービス契約受付事業を展開しております。 

なお、ソーシャルアプリ事業、介護事業および通信回線サービス契約受付事業の新規事業について

は、事業の種類別セグメント「その他」に含めて表示しております。 

  

（１）事業内容 

① 移動体通信店舗事業 

移動体通信キャリア(注)の販売代理店及び移動体通信店舗の運営であります。 

② テレマーケティング事業 

コールセンターによる保険契約取次事業であります。 

③ 不動産賃貸事業 

自社で購入しましたショッピングモールのテナント等からの賃貸収入事業であります。 

④ ソーシャルアプリ事業 

ソーシャルアプリの企画、開発、運営であります。 

⑤ 介護事業 

介護サービスの提供、介護施設の展開、運営であります。 

⑥ 通信回線サービス契約受付事業 

光通信回線の契約受付事業であります。 

(注) 移動体通信キャリアとは、自ら電気通信回線設備を設置して電気通信事業を行う第一種電気通信事業者

のうち、携帯電話等の移動体通信サービスを提供している事業者のことをいいます。 

  

（２）事業系統図 

（移動体通信店舗事業） 

  

２．企業集団の状況



  
（テレマーケティング事業） 

  

（不動産賃貸事業） 

  

（介護事業） 



  
（ソーシャルアプリ事業） 

（通信回線サービス契約受付事業） 

  

（３）関係会社の状況 

  

名称 所在地 
資本金 

(百万円) 
議決権 

所有割合(％) 
主要な事業の内容 

（連結子会社） 
株式会社京王ズコミュニケーション 

宮城県仙台市 299 100.0 移動体通信店舗事業 

（連結子会社） 
株式会社ＩＪＴ 

宮城県仙台市 60 100.0 
コールセンターによる 
テレマーケティング事業 

（連結子会社） 
株式会社ハーツライフサポート 

宮城県仙台市 10 100.0 
コールセンターによる 
テレマーケティング事業 

（連結子会社） 
株式会社ノーブルコミュニケーション 

宮城県仙台市 90 60.0 
コールセンターによる 
テレマーケティング事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズＳｅｅｄ 

宮城県仙台市 10 100.0 ソーシャルアプリ事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズライフクオリティ 

宮城県仙台市 10 100.0 介護事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズＦＯＲＣＩＴＥ 

宮城県仙台市 10 100.0 
通信回線サービス契約 
受付事業 

（連結子会社） 
株式会社京王ズレジャー・ワン 

宮城県仙台市 1 ― レジャー事業 

（非連結子会社） 
有限会社京王ズファーム 

岩手県北上市 90 ― ― 
 



  

【経営理念】 

 当社及び当社グループは、「コミュニケーション」をキーワードに、コンシューマービジネスに特化

し、お客様に様々なサービスを提供いたします。 

【行動指針】 

① ＣＳ(顧客満足度)第一主義の基本に則ったＱＳＣＡの確立を目指しております。 

  (Q：Quality S：Service C：Cleanliness A：Atmosphere) 

② 常に株主様に対して、適切な利益還元と情報開示により信頼に応え、継続的な成長と企業価値の向

上を目指しております。 

③ お客様と接するのは従業員であるため、従業員の成長を促すためのＥＳ(従業員満足度)向上を目指

しております。 

④ 地域社会へ貢献し、環境との調和を図ることを目指しております。 

  

当社グループの目標は、ＱＳＣＡの確立と同時に、業務効率の向上と販売費・一般管理費の徹底管理

を図ることで、売上高経常利益率５％以上を安定的に確保できる体制を造ることを経営指標として掲

げ、企業価値の最大化を目指しております。 

  

当社グループは、成長の原点である移動体通信事業に関する事業フィールドの拡大も含めた関連事業

分野におけるＭ＆Ａ等の活用をはじめ、既存事業の強化に取り組んでまいります。 

また、次の収益の柱となるべく新規事業を育成し、変化し成長し続ける企業としてチャレンジし続け

てまいります。  

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略



  

１．適切な企業統治 

平成23年11月17日付「第三者調査委員会による最終報告書の公表について」でお知らせいたしま

したとおり、外部の専門家から構成される第三者調査委員会を設置し、当社の不適切な取引及び会

計処理について全容の判明に取り組んでまいりました。 

今後このような不適切な事態を繰り返すことのないよう、当社は内部統制制度の見直しおよびそ

の着実な運用・評価・検証を通じて、強固なガバナンス体制の構築および業務効率の改善に努めて

まいります。また、第三者調査委員会からの最終報告書の提言を踏まえた下記の再発防止策を実行

し、信頼の回復に努めてまいります。 

① 会社風土の抜本的改革 

 当社は改新された経営体制の下でコンプライアンス重視の経営に向けた自己改革に取り組みま

す。上場企業の取締役・監査役および従業員としてのあり方、遵守すべき法令等に関する定期的な

勉強会の開催と継続的な啓蒙活動を通して、役職員の意識改革に努めていく考えであります。 

② 監査体制の刷新 

 当社は新たに強力な監査体制の下で内部統制の見直しとコンプライアンス重視の経営に努めてま

いります。社外監査役を増員して会計士1名と弁護士2名での体制とし、内部監査室および本件に関

与していない社員を中心に構成されるコンプライアンス委員会を設置します。その上で、監査役

会・内部監査室およびコンプライアンス委員会との連携を強化することにより、監査対象となる情

報の透明性を確保し、監査が機能する体制への変革を図ってまいります。 

③ 内部監査室による監査の実効化 

 当社は監査役と内部監査室の連携を強化することにより、社内の監査機能の実効化を推進しま

す。内部監査室の独立性を確保し、監査業務に専念できる体制を作るとともに、内部監査の目的や

実施の手順および方法をより詳細に規定した監査マニュアルを策定し、その業務責任および権限を

明確にします。 

④ 取締役会の実効化 

 当社は取締役会の機能を実効的なものとするため、社内規程の見直し・改訂を行い、取締役会決

議の必要な重要事項を再定義いたします。また、定められた手続きによる取締役会の開催・運営お

よび公正な取締役会決議を通じて、各取締役の職務執行が十分に監督され、取締役相互間の牽制・

統制が十分に機能する経営体制の再構築を進めてまいります。 

⑤ 組織構造の見直し 

 当社は取締役会の機能を実効的なものに改善するのと並行して、実務を担う部門についても部署

間の相互牽制・監視機能が働く組織構造への改編に努めてまいります。財務諸表に重要な影響を及

ぼす可能性のある情報を扱う部署については、人員の十分な確保、コンプライアンス教育の強化、

定期的な人事異動を通じ、不正の未然防止及び万一不正が行われた場合の早期発見・早期是正が可

能な組織への変革を推進し、財務報告の信頼性を高めてまいります。また、それ以外の部署の業務

執行に関しても、重要事項については上司による確認・承認を義務づけ、業務分掌規程および職務

権限規程の変更を通じ、有効な管理・監督機能が働く組織への変革に努めてまいります。 

（４）会社の対処すべき課題



  
⑥ 内部通報制度の実効化 

 当社には内部通報制度に係る規程はありましたが、その存在が従業員に十分周知されておらず、

また通報先が常勤監査役であるものの、常勤監査役の監査機能が十分に発揮されていなかったた

め、内部通報制度自体が有効に機能していませんでした。そこで当社は、法令・コンプライアンス

に違反する行為に関する内部通報制度の存在を社員に十分周知するとともに、通報先に社外監査役

や顧問弁護士を加えることで、内部通報制度をより実効的なものへと改善してまいります。 

  

２．移動体通信事業 

 移動体通信事業におきましては、携帯電話市場が成熟期に入るなかでの継続的成長を達成して東

日本トップ代理店となることを目標とし、ステークホルダーとの共栄のため以下の点に努めてまい

ります。 

① 基本の徹底 

② 販売力の強化（社員の成長） 

③ 販売チャネル(店舗数、エリア等)の強化 

④ 将来を見据えた管理者人材の育成 

⑤ コンプライアンスの徹底 

  
３．テレマーケティング事業 

 テレマーケティング事業におきましては、更なる規模及び競争力の拡大を図るため、以下の点に

努めてまいります。 

① 競争力強化のため、規模の拡大 

② 成長性とコスト管理のバランス経営 

③ 新規商材、新規チャネルの開発 

④ コンプライアンスの徹底 

  
４．その他の事業 

 平成22年10月期に立ち上げた新規事業の早期安定化および次の柱となり得る事業の選択と育成強

化に努めてまいります。 

  
５．人材育成への対応 

 当社グループでは人々の生活に密着したサービスを提供しているため、それぞれの専門分野にお

ける豊富な知識を備えた人材の育成が重要課題であると認識しております。お客様と直接対応する

現場でのＱＳＣＡの確立を基本に、人材育成、社員力の向上に努めてまいります。 



  

 

４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

（単位：千円）

        前連結会計年度 
(平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 791,936 820,119
    売掛金 988,089 1,482,277
    商品及び製品 194,670 318,613
    仕掛品 5,229 －
    繰延税金資産 90,190 137,987
    その他 82,886 64,992
    貸倒引当金 － △3,966

    流動資産合計 2,153,002 2,820,023

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物（純額） 367,033 321,990
      車両運搬具（純額） 2,828 1,551
      工具、器具及び備品（純額） 39,772 29,500
      土地 617,803 617,803
      建設仮勘定 3,918 3,635

      有形固定資産合計 1,031,356 974,480

    無形固定資産     
      のれん 1,834,163 1,718,874

      その他 72,107 43,496

      無形固定資産合計 1,906,270 1,762,370

    投資その他の資産     
      投資有価証券 － 5,900
      長期貸付金 22,857 24,897
      敷金及び保証金 257,012 201,458
      役員及び役員保有会社に対する金銭債権 524,545 643,818
      繰延税金資産 175,937 392,631
      その他 10,548 10,086

      貸倒引当金 △395,824 △541,379

      投資その他の資産合計 595,076 737,414

    固定資産合計 3,532,703 3,474,265

  資産合計 5,685,705 6,294,289

            
 



（単位：千円）

      前連結会計年度 
(平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年10月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 793,721 1,239,079
    短期借入金 318,000 280,000
    1年内返済予定の長期借入金 572,342 580,004
    1年内償還予定の社債 50,000 50,000
    未払金 244,839 280,754
    預り金 － 333,151
    未払法人税等 17,599 59,386
    未払消費税等 37,364 32,924
    賞与引当金 34,245 45,020
    役員賞与引当金 － 15,000
    災害損失引当金 － 16,500
    不正関連損失引当金 － 72,260

    その他 238,104 41,886

    流動負債合計 2,306,216 3,045,968

  固定負債     
    社債 175,000 125,000
    長期借入金 1,216,071 981,125
    その他 60,412 18,866

    固定負債合計 1,451,483 1,124,991

  負債合計 3,757,700 4,170,959

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金 822,760 822,760
    利益剰余金 △88,102 108,248

    自己株式 △9,798 △9,798

    株主資本合計 1,923,945 2,120,296

  その他の包括利益累計額     
    その他有価証券評価差額金 － △739

    その他の包括利益累計額合計 － △739

  新株予約権 1,249 1,249

  少数株主持分 2,809 2,523

  純資産合計 1,928,005 2,123,329

負債純資産合計 5,685,705 6,294,289

          
 



  
（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

（単位：千円）

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

売上高 11,517,145 13,774,510

売上原価 9,387,916 11,457,893

売上総利益 2,129,228 2,316,617

販売費及び一般管理費     
  役員報酬及び給料手当 789,869 860,475
  賞与引当金繰入額 48,417 52,818
  地代家賃 227,193 248,799
  その他 630,646 693,123

  販売費及び一般管理費合計 1,696,127 1,855,217

営業利益 433,101 461,399

営業外収益     
  受取利息 6,422 861
  震災支援金 － 23,444
  出資金運用益 23,124 －

  その他 19,286 20,536

  営業外収益合計 48,832 44,841

営業外費用     
  支払利息 58,073 52,506
  貸倒引当金繰入額 76,563 145,554
  支払手数料 14,377 －
  不動産賃貸費用 10,404 9,474
  その他 7,487 25,579

  営業外費用合計 166,905 233,115

経常利益 315,028 273,125

特別利益     
  事務所閉鎖費用戻入額 5,820 －
  貸倒引当金戻入額 1,458 －
  過年度消費税等 4,874 －

  その他 28 －

  特別利益合計 12,181 －

特別損失     
  固定資産除却損 2,956 2,096
  減損損失 12,051 5,811
  店舗整理損 4,374 －
  貸倒損失 6,231 －
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,420
  災害による損失 － 47,776
  不正関連損失 － 181,643
  過年度消費税等 5,677 －

  その他 － 8,000

  特別損失合計 31,290 260,748

税金等調整前当期純利益 295,919 12,377

法人税、住民税及び事業税 3,803 52,809

過年度法人税等 △28,480 5

法人税等調整額 △99,000 △263,983

法人税等合計 △123,676 △211,167

少数株主損益調整前当期純利益 － 223,545

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,980 △286

当期純利益 416,616 223,831

        
 



  
 連結包括利益計算書

（単位：千円）

  
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 223,545

その他有価証券評価差額金 － △739

その他の包括利益合計 － △739

包括利益 － 222,805

親会社株主に係る包括利益 － 223,091

少数株主に係る包括利益 － △286

      
 



  

 

（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

        
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

株主資本     
  資本金     
    前期末残高 1,172,014 1,199,086
    当期変動額     

      新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

      当期変動額合計 27,072 －

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

  資本剰余金     
    前期末残高 795,688 822,760
    当期変動額     

      新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

      当期変動額合計 27,072 －

    当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    前期末残高 △515,448 △88,102
    当期変動額     
      当期純利益 416,616 223,831
      連結範囲の変動 10,729 －

      剰余金の配当 － △27,480

      当期変動額合計 427,345 196,350

    当期末残高 △88,102 108,248

  自己株式     

    前期末残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    前期末残高 1,442,455 1,923,945
    当期変動額     
      新株の発行（新株予約権の行使） 54,144 －
      当期純利益 416,616 223,831
      連結範囲の変動 10,729 －

      剰余金の配当 － △27,480

      当期変動額合計 481,489 196,350

    当期末残高 1,923,945 2,120,296

            
 



（単位：千円）

        
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

その他の包括利益累計額     
  その他有価証券評価差額金     
    前期末残高 － －
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

－ △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739

  その他の包括利益累計額合計     
    前期末残高 － －
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

－ △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739

新株予約権     
  前期末残高 114 1,249
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,135 －

    当期変動額合計 1,135 －

  当期末残高 1,249 1,249

少数株主持分     
  前期末残高 9,189 2,809
  当期変動額     

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,380 △286

    当期変動額合計 △6,380 △286

  当期末残高 2,809 2,523

純資産合計     
  前期末残高 1,451,760 1,928,005
  当期変動額     
    新株の発行（新株予約権の行使） 54,144 －
    当期純利益 416,616 223,831
    連結範囲の変動 10,729 －
    剰余金の配当 － △27,480

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,245 △1,025

    当期変動額合計 476,244 195,324

  当期末残高 1,928,005 2,123,329

            
 



  

 

  ④【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     
  税金等調整前当期純利益 295,919 12,377
  減価償却費 108,791 102,457
  減損損失 12,051 5,811
  のれん償却額 108,805 115,288
  貸倒引当金の増減額（△は減少） 69,727 149,520
  賞与引当金の増減額（△は減少） 8,181 25,775
  受取利息及び受取配当金 △6,422 △3,187
  支払利息 58,073 49,971
  為替差損益（△は益） － 3,968
  固定資産除却損 2,956 2,096
  店舗整理損 4,374 －
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,420
  震災支援金 － △23,444
  災害損失 － 47,776
  不正関連損失 － 72,260
  売上債権の増減額（△は増加） △153,238 △494,317
  たな卸資産の増減額（△は増加） △9,613 △139,743
  未収入金の増減額（△は増加） △1,131 △801
  未収消費税等の増減額（△は増加） 8,247 △1,082
  未払消費税等の増減額（△は減少） △17,595 △154
  仕入債務の増減額（△は減少） 114,415 445,358
  未払金の増減額（△は減少） △7,533 30,345
  預り金の増減額（△は減少） － 136,266

  その他 33,718 599

  小計 629,727 552,564

  利息及び配当金の受取額 5,788 4,005
  利息の支払額 △52,236 △44,803
  法人税等の支払額 △17,093 △3,914

  法人税等の還付額 3,392 66

  営業活動によるキャッシュ・フロー 569,579 507,917

        
 



（単位：千円）

    
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー     
  有形固定資産の取得による支出 △40,548 △30,256
  無形固定資産の取得による支出 － △1,600
  投資有価証券の取得による支出 － △7,146

  連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△7,143 －

  子会社株式の取得による支出 △75,000 －
  敷金及び保証金の差入による支出 △24,446 △1,623
  敷金及び保証金の回収による収入 3,126 33,418
  役員に対する金銭債権の増加に伴う支出 △425,000 △480,600
  役員に対する金銭債権の減少に伴う収入 400,000 469,300

  役員保有会社に対する金銭債権の増加に伴う支
出 

△19,863 △107,933

  貸付けによる支出 － △7,000

  その他 7,797 －

  投資活動によるキャッシュ・フロー △181,078 △133,441

財務活動によるキャッシュ・フロー     
  短期借入れによる収入 170,000 80,000
  短期借入金の返済による支出 △749,000 △118,000
  長期借入れによる収入 893,000 350,000
  長期借入金の返済による支出 △449,581 △577,283
  長期未払金の返済による支出 △47,674 －
  社債の償還による支出 △50,000 △50,000
  配当金の支払額 － △27,073
  新株予約権の行使による株式の発行による収入 54,144 －
  新株予約権の発行による収入 2,845 －

  その他 △1,813 －

  財務活動によるキャッシュ・フロー △178,080 △342,356

現金及び現金同等物に係る換算差額 － △3,968

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 210,420 28,150

現金及び現金同等物の期首残高 445,641 669,310

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減額
（△は減少） 

13,247 －

現金及び現金同等物の期末残高 669,310 697,460

        
 



  

該当事項はありません。 

  

【会計方針の変更】 

  

  

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年10月31日) 

――――――――――― 

(資産除去債務に関する会計基準の適用) 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

 これにより、当連結会計年度の営業利益及び経常利益

がぞれぞれ２百万円減少し、税金等調整前当期純利益は

17百万円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始により、投資その他の資産の「敷金及び保証金」が

17百万円減少しております。 
 

【表示方法の変更】

前連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年10月31日) 

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「支払手数料」(前連結会計年

度は8,623千円)及び「不動産賃貸費用」(前連結会計年

度は10,376千円)は営業外費用の10/100を超えることと

なったため、当連結会計年度においては区分掲記いたし

ました。 

  
――――――――――― 

  (連結損益計算書) 

―――――――――――  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令

第５号）の適用により、当連結会計年度では、「少数株

主損益調整前当期純利益」の科目を表示しております。  
 



  
 追加情報 

  

前連結会計年度 
(自 平成21年11月１日 

 至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年10月31日) 

――――――――――― 

１．過年度の不適切な取引及び会計処理及び過年度決算

の訂正にについて 

 当社において、不適切な取引及び会計処理が過去数年

にわたり行われていたことが判明いたしました。当社は

外部の独立機関として第三者調査委員会を設置し、事実

の解明に取り組んでまいりました。 

 当該不適切な会計処理について、当社は金融商品取引

法に基づく連結財務諸表等の訂正を行うことを決定し、

第14期（平成18年10月期）以降の連結財務諸表等を遡及

処理しております。 

 なお、過年度連結財務諸表等の訂正事項に関する監査

については、清和監査法人より監査を受けております。 

２．連結納税制度の適用 

 当連結会計年度より、連結納税制度を適用しておりま

す。 

３．包括利益の表示に関する会計基準について 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。 
 



  

当連結会計年度(自 平成22年11月１日 至 平成23年10月31日) 

・当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30

日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」

の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載してお

ります。 

（７）連結財務諸表に関する注記事項

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 416,616千円 

少数株主に係る包括利益 2,980千円 

計 419,596千円 
 



  

（事業の種類別セグメント情報） 

前連結会計年度（自 平成21年11月１日 至 平成22年10月31日） 

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分に属する主要な事業の内容 

(1) 移動体通信事業・・・・・・・移動体通信端末の販売、移動体通信サービスの契約取次 

(2) テレマーケティング事業・・・コールセンターによるテレマーケティング事業 

(3) 不動産賃貸事業・・・・・・・ショッピングモールのテナントからの賃貸収入事業 

(4) その他・・・・・・・・・・・ソーシャルアプリによる課金収入事業、介護サービス事業および 

                通信回線サービス契約取次事業等 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(147,903千円)の主なものは、総務、経理

部門等の管理部門に係る人件費であります。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(796,587千円)の主なものは、余裕資金(現金及び預金)

及び管理部門に係る資産であります。 

  

前連結会計年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成20年11月１日 至 平成21年10月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【セグメント情報】 

（セグメント情報等）

  
移動体 

通信事業 

テレマーケ 

ティング 

事業 

不動産 

賃貸事業 
その他 計 

消去又は 

全社 
連結 

  （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） 

Ⅰ売上高及び営業損益 

 売上高               
(1)外部顧客に 

  対する売上高 10,847,192 525,612 106,783 37,556 11,517,145 ― 11,517,145 

(2)セグメント間の 

  内部売上高又は 

  振替高 ― ― 1,512 ― 1,512 (1,512) ― 

計 10,847,192 525,612 108,296 37,556 11,518,657 (1,512) 11,517,145 

 営業費用 10,329,054 452,046 85,692 69,347 10,936,141 147,903 11,084,044 

営業利益又は 

営業損失(△) 
518,137 73,566 22,063 △31,791 582,516 (149,415) 433,101 

Ⅱ 資産、減価償却

費、減損損失及び資

本的支出 

              

資産 3,544,648 173,703 999,189 171,577 4,889,118 796,587 5,685,705 

 減価償却費 152,838 27,176 17,333 110 197,458 20,161 217,620 

 減損損失 6,047 ― 6,004 ― 12,051 ― 12,051 

 資本的支出 35,393 ― 14,659 3,260 53,313 797 54,110 
 

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高



１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。 

当社グループは、商品、サービス提供方法によって、事業部別及び会社別に戦略を立案し、事業を行

っております。 

当社グループは、商品・サービス提供方法の別に「移動体通信店舗事業」「テレマーケティング事

業」「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「移動体通信店舗事業」は、ソフトバンクショップ、ａｕショップ、docomoショップ及び併売店の運

営並びに移動体通信端末等の販売事業を行っております。「テレマーケティング事業」は、テレマーケ

ティングによる保険商品の契約取次ぎ及びコールセンターの運営事業を行っております。「不動産賃貸

事業」は、当社グループ所有のショッピングモールのテナントからの賃貸収入事業を行っております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年11月１日 至 平成23年10月31日） 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、医療・介護事業、

ソーシャルアプリ事業及び通信回線サービス契約受付事業を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△144,597千円には、セグメント間取引消去△1,049千

円、各報告セグメントに配分していない全社費用△143,548千円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(追加情報) 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成21年３月27日）を適用しております。 

        （単位：千円） 

  

報告セグメント 
その他 
(注１) 

合計 
調整額 
(注)２ 

連結損益計
算書計上額 

(注)３ 
移動体通信
店舗事業 

テレマーケ
ティング事

業 

不動産賃貸
事業 

計 

売上高                 

外部顧客へ
の売上高 

13,132,147 353,406 56,244 13,541,797 232,712 13,774,510 ― 13,774,510 

セグメント
間の内部売
上高 

― ― 1,049 1,049 ― 1,049 △1,049 ―  

計 13,132,147 353,406 57,293 13,542,846 232,712 13,775,559 △1,049 13,774,510 

営業費用 12,509,816 267,745 45,145 12,822,807 346,855 13,169,563 143,548 13,313,111 

セグメント利
益 又 は 損 失
(△) 

622,330 85,661 12,147 720,039 △114,142 605,996 △144,597 461,399 

Ⅱ 資 産、減
価 償 却 費、
減損損失及
び資本的支
出 

                

資産 3,996,731 148,629 966,674 5,112,035 118,630 5,230,665 1,043,623 6,294,289 

減価償却費 38,112 23,144 18,365 79,621 3,945 83,566 18,891 102,457 

減損損失 4,453 ― ― 4,453 ― 4,453 ― 4,453 

資本的支出 13,956 ― 1,425 15,381 10,152 25,534 ― 25,534 
 

 



  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

(注) 前連結会計年度において潜在株式を潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に含めなかったのは、行

使価額と実勢価額が乖離しているので行使制限をかけており、実質的に希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないこととなるためであります。 

(１株当たり情報)

項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

１株当たり純資産額 35,005円65銭 39,015円26銭 

１株当たり当期純利益 7,602円96銭 4,523円07銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 
同  左 

 

  
前連結会計年度 

(平成22年10月31日) 
当連結会計年度 

(平成23年10月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 1,928,005 2,148,091 

普通株式に係る純資産額(千円) 1,923,945 2,145,057 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 1,249 

 少数株主持分 2,809 2,523 

普通株式の発行済株式数(株) 56,146 56,146 

普通株式の自己株式数(株) 1,185 1,185 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

54,961 54,961 

 

  
前連結会計年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 416,616 248,592 

普通株式に係る当期純利益(千円) 416,616 248,592 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 54,797 54,961 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

 



  

該当事項はありません。 

  

リース取引関係、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職

給付、ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項について

は、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

(重要な後発事象)

(開示の省略)



  

 

５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

（単位：千円）

        前事業年度 
(平成22年10月31日) 

当事業年度 
(平成23年10月31日) 

資産の部     
  流動資産     
    現金及び預金 531,095 553,601
    売掛金 6,430 9,062
    前払費用 2,289 2,015
    関係会社短期貸付金 189,450 443,698
    繰延税金資産 90,190 137,987
    関係会社短期債権 270,831 113,188
    その他 14,919 1,503
    貸倒引当金 － △3,966

    流動資産合計 1,105,206 1,257,090

  固定資産     
    有形固定資産     
      建物及び構築物（純額） 204,811 186,032
      車両運搬具（純額） 1,597 1,088
      工具、器具及び備品（純額） 539 380
      土地 617,803 617,803
      建設仮勘定 3,918 3,635

      有形固定資産合計 828,671 808,939

    無形固定資産     
      ソフトウエア 47,981 30,079

      その他 159 159

      無形固定資産合計 48,141 30,239

    投資その他の資産     
      投資有価証券 － 5,900
      関係会社株式 438,428 418,429
      関係会社長期貸付金 881,700 758,395
      敷金及び保証金 6,760 5,819
      繰延税金資産 175,937 392,631
      役員及び役員保有会社に対する金銭債権 610,053 744,512
      その他 5,003 5,003

      貸倒引当金 △481,332 △673,217

      投資その他の資産合計 1,636,549 1,657,471

    固定資産合計 2,513,361 2,496,650

  資産合計 3,618,567 3,753,740

            
 



（単位：千円）

          前事業年度 
(平成22年10月31日) 

当事業年度 
(平成23年10月31日) 

負債の部     
  流動負債     
    買掛金 1,688 181
    短期借入金 248,000 280,000
    1年内返済予定の長期借入金 333,732 369,724
    1年内償還予定の社債 50,000 50,000
    未払金 59,462 70,371
    未払費用 2,113 178
    未払法人税等 11,675 6,904
    未払消費税等 19,714 914
    前受金 6,788 389
    預り金 2,616 33,065
    賞与引当金 6,058 6,866
    役員賞与引当金 － 15,000
    災害損失引当金 － 16,500
    不正関連損失引当金 － 72,260

    その他 1,111 39,456

    流動負債合計 742,961 961,811

  固定負債     
    社債 175,000 125,000
    長期借入金 452,802 339,580
    長期預り保証金 61,467 19,921

    関係会社損失引当金 － 39,879

    固定負債合計 689,269 524,380

  負債合計 1,432,231 1,486,191

純資産の部     
  株主資本     
    資本金 1,199,086 1,199,086
    資本剰余金     
      資本準備金 69,874 69,874

      その他資本剰余金 752,886 752,886

      資本剰余金合計 822,760 822,760

    利益剰余金     
      利益準備金 － 2,748
      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 173,038 252,243

      利益剰余金合計 173,038 254,991

    自己株式 △9,798 △9,798

    株主資本合計 2,185,087 2,267,039

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 － △739

    評価・換算差額等合計 － △739

  新株予約権 1,249 1,249

  純資産合計 2,186,336 2,267,549

負債純資産合計 3,618,567 3,753,740

              
 



  
（２）損益計算書

（単位：千円）

    
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

売上高 700,390 566,801

売上原価 － 26,396

売上総利益 700,390 540,404

販売費及び一般管理費     
  役員報酬 36,600 36,600
  給料手当及び賞与 99,488 96,211
  賞与引当金繰入額 5,816 21,866
  法定福利及び厚生費 17,092 17,308
  減価償却費 20,161 18,984
  管理諸費 31,570 29,839

  その他 59,942 88,986

  販売費及び一般管理費合計 270,672 309,796

営業利益 429,717 230,608

営業外収益     
  受取利息 43,203 29,741

  その他 8,054 14,663

  営業外収益合計 51,257 44,405

営業外費用     
  支払利息 22,498 21,007
  社債利息 3,186 2,535
  支払手数料 14,377 3,247
  貸倒引当金繰入額 27,439 160,739

  その他 189 17,859

  営業外費用合計 67,690 205,389

経常利益 413,284 69,624

特別利益     
  過年度消費税等 4,874 －

  その他 28 －

  特別利益合計 4,903 －

特別損失     
  抱合せ株式消滅差損 872,622 －
  減損損失 － 1,357
  貸倒引当金繰入額 － 31,145
  関係会社株式評価損 － 19,999
  関係会社損失引当金繰入額 － 39,879
  資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 799
  災害による損失 － 18,003
  不正関連損失 － 181,643

  その他 － 8,000

  特別損失合計 872,622 300,827

税引前当期純損失（△） △454,434 △231,202

法人税、住民税及び事業税 994 △76,652

法人税等調整額 △99,000 △263,983

法人税等合計 △98,006 △340,635

当期純利益又は当期純損失（△） △356,428 109,432

        
 



  

 

（３）株主資本等変動計算書

（単位：千円）

            
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

株主資本     
  資本金     
    前期末残高 1,172,014 1,199,086
    当期変動額     

      新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

      当期変動額合計 27,072 －

    当期末残高 1,199,086 1,199,086

  資本剰余金     
    資本準備金     
      前期末残高 42,802 69,874
      当期変動額     

        新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

        当期変動額合計 27,072 －

      当期末残高 69,874 69,874

    その他資本剰余金     

      前期末残高 752,886 752,886

      当期末残高 752,886 752,886

    資本剰余金合計     
      前期末残高 795,688 822,760
      当期変動額     

        新株の発行（新株予約権の行使） 27,072 －

        当期変動額合計 27,072 －

      当期末残高 822,760 822,760

  利益剰余金     
    利益準備金     
      前期末残高 － －
      当期変動額     

        剰余金の配当 － 2,748

        当期変動額合計 － 2,748

      当期末残高 － 2,748

    その他利益剰余金     
      繰越利益剰余金     
        前期末残高 529,467 173,038
        当期変動額     
          当期純利益 △356,428 109,432

          剰余金の配当 － △30,228

          当期変動額合計 △356,428 79,204

        当期末残高 173,038 252,243

    利益剰余金合計     
      前期末残高 529,467 173,038
      当期変動額     
        当期純利益 △356,428 109,432
        剰余金の配当 － △27,480

        当期変動額合計 △356,428 81,952

      当期末残高 173,038 254,991

                
 



（単位：千円）

        
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 

 至 平成23年10月31日) 

  自己株式     

    前期末残高 △9,798 △9,798

    当期末残高 △9,798 △9,798

  株主資本合計     
    前期末残高 2,487,371 2,185,087
    当期変動額     
      新株の発行（新株予約権の行使） 54,144 －
      当期純利益 △356,428 109,432
      剰余金の配当 － △27,480

      当期変動額合計 △302,284 81,952

    当期末残高 2,185,087 2,267,039

評価・換算差額等     
  その他有価証券評価差額金     
    前期末残高 － －
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

－ △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739

  評価・換算差額等合計     
    前期末残高 － －
    当期変動額     

      株主資本以外の項目の当期変動額（純
額） 

－ △739

      当期変動額合計 － △739

    当期末残高 － △739

新株予約権     
  前期末残高 114 1,249
  当期変動額     
    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,135 －

    当期変動額合計 1,135 －

  当期末残高 1,249 1,249

純資産合計     
  前期末残高 2,487,485 2,186,336
  当期変動額     
    新株の発行 54,144 －
    当期純利益 △356,428 109,432
    剰余金の配当 － △27,480

    株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,135 △739

    当期変動額合計 △301,149 81,212

  当期末残高 2,186,336 2,267,549

            
 



  

該当事項はありません。 

  

(注) 算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）個別財務諸表に関する注記事項

(１株当たり情報)

項目 
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

１株当たり純資産額 39,757円05銭 41,685円21銭 

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

△6,504円57銭 2,441円63銭 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、１株当たり当期純
損失であり、また、希薄化効果を有
する潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、希薄化効果を有す
る潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 

  
前事業年度 

(平成22年10月31日) 
当事業年度 

(平成23年10月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,166,336 2,292,310 

普通株式に係る純資産額(千円) 2,185,087 2,291,060 

差額の主な内訳(千円)     

 新株予約権 1,249 1,249 

普通株式の発行済株式数(株) 56,146 56,146 

普通株式の自己株式数(株) 1,185 1,185 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株) 

54,961 54,961 

 

  
前事業年度 

(自 平成21年11月１日 
至 平成22年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年11月１日 
至 平成23年10月31日) 

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失(△) 
(千円) 

△356,428 134,194 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) 
(千円) 

△356,428 134,194 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式の期中平均株式数(株) 54,797 54,961 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要 

第４回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

第５回新株予約権 
取締役会の決議日 
平成21年10月20日 
(普通株式3,500株) 

 




